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都市の３D デジタルマップ 整備・運用 要件定義書（改定案） 

新旧対照表 

東京都
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第１章 ３D デジタルマップ整備・運用の基本要件                                     （赤字は改正部分） 
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現行 改定後 

１．基本方針 

（１）目的 

 

（中略） 

 

国内外の技術動向や活用の状況を踏まえ、東京都が整備する 3 次元地理情報基盤として要求され

る地図データの構成要素やデータ精度等の技術的な仕様を確定させるとともに、ユースケースに応

じた参照モデルや、所有者の異なる 3D データも活用した都市の 3D デジタルマップの運用スキー

ムやデータプラットフォーム連携等について検討することで、3D デジタルマップを構成するデー

タベースやシステムの持続的な管理・運用の実現を図ることを目的とする。 

 

※本取組みは、「シン・トセイ 都政の構造改革 QOS アップグレード戦略（案）」（令和 3 年

（2021 年）2 月）の先端技術社会実装のプロジェクトとして位置付けられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．基本方針 

（１）目的 

 

（中略） 

 

国内外の技術動向や活用の状況を踏まえ、東京都が整備する 3 次元地理情報基盤として要求され

る地図データの構成要素やデータ精度等の技術的な仕様を確定させるとともに、ユースケースに応

じた参照モデルや、所有者の異なる 3D データも活用した都市の 3D デジタルマップの運用スキー

ムやデータプラットフォーム連携等について検討することで、3D デジタルマップを構成するデー

タベースやシステムの持続的な管理・運用の実現を図ることを目的とする。 

 

※本取組みは、「未来の東京」戦略（令和３(2021)年３月 東京都）のデジテルツイン実現プ

ロジェクト、「シン・トセイ 都政の構造改革 QOS アップグレード戦略」（令和 3(2021)年

3 月 東京都）の先端技術社会実装リーディング・プロジェクトとして位置付けられている。 
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（２）定義 

本要件定義書において、次の各号に掲げる用語は、当該各号に定める定義による。 

表 １－１ 用語の定義 

 
 

 

 

２．対象範囲 

本要件定義書が取扱う対象を下記に示す。 

なお、3D デジタルマップにかかる取組みが進む中で、取扱う対象範囲・内容の見直しを行う可

能性がある。 

 

① 3D デジタルマップ 

（２）定義 

本要件定義書において、次の各号に掲げる用語は、当該各号に定める定義による。 

表 １－１ 用語の定義 

 
２．対象範囲 

本要件定義書が取扱う対象を下記に示す。 

なお、3D デジタルマップにかかる取組みが進む中で、取扱う対象範囲・内容の見直しを行う可

能性がある。 

（１）要件定義書の対象範囲 

① 3D デジタルマップ 

用語 定義 

個人情報保護法 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日法律第 57 号）及び

政機関の保有する個人情報の保護に関する法律平成 15 年 5 月 30 日法

律第 58 号）及び立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成 15 年 5 月 30 日法律第 59 号）のこと。 

東京都個人情報保護条例 東京都個人情報の保護に関する条例（平成 2 年 12 月 21 日条例第 113

号）のこと。 

個人情報 生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月

日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他

の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別す

ることができることとなるものを含む）。 

（個人情報の保護に関する法律 第二条） 

パーソナルデータ 個人に関する情報。 

（総務省「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会報告書」（平

成 25 年 6 月） 

※個人情報よりも広く、位置情報や購買履歴などの個人識別性のない

情報も含む概念で、明確な定義はない。 

デジタルトランスフォー

メーション（DX） 

「IT の浸透が、人々の生活のあらゆる面でより良い方向に変化させる」

という概念。 

デジタルツイン 現実世界で収集したデータを仮想空間に３Ｄで再現し、様々な分析・シ

ミュレーションが可能となる状態を示す概念。英国やシンガポールな

ど、世界の先進都市で、都市計画や交通政策などの分野への活用が進ん

でいる。 

ベース・レジストリ 公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参照される、人、法人、土

地、建物、資格等の社会の基本データであり、正確性や最新性が確保さ

れた社会の基盤となるデータベース 

都市 OS 都市にあるエネルギーや交通機関をはじめ、医療、金融、通信、教育な

どの膨大なデータを集積・分析し、それらを活用するために自治体や企

業、研究機関などが連携するためのプラットフォーム。 

庁内用システム 都庁内において、職員が 3D デジタルマップを閲覧・編集するためのシ

ステム。 

公開用システム 都民や事業者などが、インターネット環境下で 3D デジタルマップを閲

覧するためのシステム。 

国土交通データプラット

フォーム 

国土交通省が運営する、国土に関するデータ、経済活動に関するデータ

及び自然現象に関するデータを検索、表示、ダウンロードすることがで

きるシステム。 

G 空間情報センター 一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会が運用する産官学の様々な

機関が保有する地理空間情報を円滑に流通し、社会的な価値を生み出

すことを支援する機関。 
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関連施策やユースケース等から導き出された 3Dデジタルマップのデータ仕様を対象とする。  

② 3D デジタルマップを活用するソフトウェア・サービス 

3D デジタルマップを閲覧、編集、提供するための庁内用システム及び公開用システムの機

能・非機能要件、その他要件を対象とする。 

③ 3D デジタルマップの整備・更新スキーム 

3D デジタルマップ及び活用ソフトウェア・サービスの整備・更新スキームの考え方を対象と

する。 

④ 3D デジタルマップの整備・更新・提供にかかるルール 

3D デジタルマップの整備・更新・提供において考慮すべき個人情報保護やプライバシー、知

的財産権等にかかるルールを対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連施策やユースケース等から導き出された 3Dデジタルマップのデータ仕様を対象とする。  

② 3D デジタルマップを活用するソフトウェア・サービス 

3D デジタルマップを閲覧、編集、提供するための庁内用システム及び公開用システムの機

能・非機能要件、その他要件を対象とする。 

③ 3D デジタルマップの整備・更新スキーム 

3D デジタルマップ及び活用ソフトウェア・サービスの整備・更新スキームの考え方を対象と

する。 

④ 3D デジタルマップの整備・更新・提供にかかるルール 

3D デジタルマップの整備・更新・提供において考慮すべき個人情報保護やプライバシー、知

的財産権等にかかるルールを対象とする。 

 

（２）本書における３D デジタルマップの全体像とスコープについて 

本書が取り扱う３Ｄデジタルマップの位置づけとして、全体アーキテクチャを下図に示す。 

PLATEAU に準拠した３Ｄ都市モデルを、都の３Ｄデジタルマップの基本モデルと位置づけ、更

なるデータの精度や鮮度確保、官民連携によるデータ取得・整備の相互性、民間サービス寄りのユ

ースケース等の領域については、拡張要素としてスケーラビリティを認識するものとする。 

 

 
図 １-１ 全体アーキテクチャのイメージ 
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３．関連施策・取組み 

3D デジタルマップの整備・運用にあたっては、下記の施策・取組みと連携して進める。 

 

① スマート東京 －東京版 Society5.0－（東京都戦略政策情報推進本部※） 

② 東京都官民連携データプラットフォーム（東京都戦略政策情報推進本部※） 

③ 東京都デジタルツイン実現プロジェクト（東京都戦略政策情報推進本部※） 

④ 内閣府 i-都市再生（内閣府地方創生推進事務局） 

⑤ 国土交通省 プロジェクト PLATEAU（国土交通省都市局） 

⑥ 国土地理院 3 次元地図作成の高精度化、効率化等の技術検討の取組み 

⑦ 個人情報保護制度や DPF 取引透明化法等の制度 

 

 

 
図 １－２ スコープとスケーラビリティのイメージ 

 

 

３．関連施策・取組み 

3D デジタルマップの整備・運用にあたっては、下記の施策・取組みと連携して進める。 

 

① 「未来の東京」戦略（東京都政策企画局） 

② シン・トセイ 都政の構造改革 OOS アップグレード戦略（東京都政策企画局） 

③ スマート東京 －東京版 Society5.0－（東京都デジタルサービス局） 

④ 東京都データプラットフォーム協議会（東京都デジタルサービス局） 

⑤ 東京都デジタルツイン実現プロジェクト（東京都デジタルサービス局） 

⑥ 内閣府 i-都市再生（内閣府地方創生推進事務局） 

⑦ 国土交通省 プロジェクト PLATEAU（国土交通省都市局） 

⑧ 国土地理院 3 次元地図作成の高精度化、効率化等の技術検討の取組み 

⑨ 個人情報保護制度や DPF 取引透明化法等の制度 

⑩ デジタル社会の実現に向けた重点計画（デジタル庁） 
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図 １－１ 関連施策・取組みとの相関図 

 

 

 
図 １－３ 関連施策・取組みとの相関図 

 

 



新旧対照表 

第２章 業務要件（想定ユースケース）                                           （赤字は改正部分） 

~ 6 ~ 

 

現行 改定後 

（１）都各局の３D デジタルマップへの期待 

2020 年に実施した都各局への 3D デジタルマップへの期待に関する調査結果を下記に示す。

また、各期待をもとに、求められる 3D デジタルマップを整理した。 

 

 

表 ２－１ 都各局において求められる 3D デジタルマップ 

 
 

 

 

 

 

 

（１）都各局の３D デジタルマップへの期待 

2020～2021 年度にかけて都各局および区市町村へ実施した 3D デジタルマップへの期待に関

する調査結果を下記に示す。また、各期待をもとに、求められる 3D デジタルマップを整理し

た。 

 

表 ２－１ 都各局において求められる 3D デジタルマップ（2020 年度） 
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表 ２－２ 都各局において求められる 3D デジタルマップ（2021 年度） 

 
 

表 ２－３ 区市町村において求められる 3D デジタルマップ（2021 年度） 

 

局・部署 DX への期待 BIM/CIM 3D デジタルマップへの取組・要望 

住宅政策本部 

住宅企画部 

企画経理課 

 都営住宅募集システムのオンライ

ン化 

 不動産業に係る手続のデジタル化 

 庁内他局での活用事例等について引き続き情

報共有したい 

建設局 

道路管理部 

保全課 

 都道においてMMSによる三次元計

測を実施（R3～R5 車道部、R3～R7

歩道部） 

 道路空間における三次元計測の活

用を検討（未来の東京戦略 P.214） 

 

 

－ 

交通局 

総務部 

企画調整課 

 デジタルツイン実現プロジェクト

とは都庁前駅の 3D点群データ取得

等で協力体制を構築予定 

 デジタルツイン実現プロジェクトやその他都

の施策に対して、フィールドを持つ強みを活

かして協力したい 

下水道局 

計画調整部 

計画課 

 設備の安定稼働のための故障予測

技術として、故障予兆の検知や予測

を ICT により形式知化する技術に

取組予定 

 令和 3 年度は設計 4 本で BIM/CIM（図面の

3D 化）の導入を検討 

 地下構造物は図面の正確性に課題 

 既存図面を 3D 化しても試掘などによる確認

作業が必要 

 3D 図面に対する責任の所在の明確化が必要 

水道局 

建設部 

技術管理課 

 

－ 

 地下構造物は図面の正確性に課題 

 既存図面を 3D 化しても試掘などによる確認

作業が必要 

 3D 図面に対する責任の所在の明確化が必要 

 

 3D デジタルマップへの期待 

都に期待するサービスの実装分野  利活用が想定される分野については、都市計画・都市再生、計画

検討、防災分野、環境分野、モビリティ、インフラ維持管理など

が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３D デジタルマップの精度、品質

向上にあたってのデータ提供 

 概ね提供可能であるが所管調整が必要、条件に応じて可能な範囲

で対応したい、個人情報保護の観点から精査が必要といった現実

的な回答が多い。 

３D デジタルマップのデータ仕様

や更新頻度 

 更新頻度(データ鮮度)やデータ詳細度については、概ね５年に１

度の更新頻度、ＬＯＤ２を希望する声が多い。 
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（２）想定ユースケース 

 3D デジタルマップに先進的に取組む国内外の各都市における事例をもとに、行政業務及び官民

でのサービス開発にかかる想定ユースケース、求められる 3D デジタルマップを整理した。 

 

 

表 ２－２ 想定ユースケースと求められる 3D デジタルマップ 

（表中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表中略） 

（２）想定ユースケース 

A） 想定ユースケース 

 3D デジタルマップに先進的に取組む国内外の各都市における事例をもとに、行政業務及び官民

でのサービス開発にかかる想定ユースケース、求められる 3D デジタルマップを整理した。 

 

表 ２－２ 想定ユースケースと求められる 3D デジタルマップ 

（表中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表中略） 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（時間別

浸水深） 

３D 建物に津波浸水想定区

域の時間別シミュレーション

データを重ね合わせ、住民の

避難行動の意識付けに利用す

る。 

・浸水想定区域（時間別、３D

表現） 

・避難所（２D、可視化したい

場合は３Ｄ表現） 

・建物（高さ精度を確保した３

Ｄ、避難所情報を付与して色

分けなどをする場合はベクト

ル化した３Ｄ） 

・地形（３Ｄメッシュ、5m 以上

の精度必要） 

・背景地図（分かりやすさのた

めにテクスチャ付 3D メッシ

ュモデル） 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（地下街

を含む内水

氾濫） 

シミュレーションに利用する

ための地形モデル（地下街含

む）の提供、 

浸水状況を分かりやすく可視

化のために利用する。 

・建物：高さ精度を確保した建

物 

・地形・地盤高：浸水シミュレ

ーションに利用可能な精度の

地形・地盤高メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更新データの

提供 

・地下街：地下への流入口（地

上との出入口）、地下通路幅

員・天井高、階段、地下広場

等の面積のある空間 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（外水氾

濫（津波・

高潮）） 

シミュレーションに利用する

ための地形モデルの提供、浸

水状況を分かりやすく可視化

のために利用する。 

・建物：高さ精度を確保した建

物 

・地形・地盤高：浸水シミュレ

ーションに利用可能な精度の

地形・地盤高メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更新データの

提供 

 

図上訓練で

の ICT 活

用 

災害発生を想定した訓練にお

いて、従来の紙地図利用では

なく、３Ｄデジタルマップを

利用。３Ｄ地形モデルや災害

撮影成果を利用して判断支

援。 

・地形（３Ｄメッシュ、写真ま

たは地形の陰影図） 

・建物（概観が分かるレベル） 

・道路・構造物（概観が分かる

レベル） 

・気象データ 

・災害箇所撮影データ 

災害発生時

の被害情

報・地形変

化の可視化 

通行可能ル

ートの可視

化 

災害発生した際に、被害情報

や変化した地形情報の３Ｄデ

ジタルマップをプラットフォ

ームとして入力、可視化。復

旧・復興に利用。 

・地形（３Ｄメッシュ） 

・建物（概観が分かるレベル、

罹災証明等の被害状況査定に

使う場合は外形が必要） 

・道路・構造物（概観が分かる

レベル） 

・被害情報の投稿情報 

・車両のプローブデー

タ（通行できた場所

情報） 

 

ユース 

ケース 
説明 求められる 3D デジタルマップ （参考）重畳データ 

 

ユース 

ケース 
説明 求められる 3D デジタルマップ （参考）重畳データ 

 浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（時間別

浸水深） 

３D 建物に津波浸水想定区

域の時間別シミュレーション

データを重ね合わせ、住民の

避難行動の意識付けに利用す

る。 

・浸水想定区域（時間別、３D

表現） 

・避難所（２D、可視化したい

場合は３Ｄ表現） 

・建物（高さ精度を確保した３

Ｄ、避難所情報を付与して色

分けなどをする場合はベクト

ル化した３Ｄ） 

・地形（３Ｄメッシュ、5m 以上

の精度必要） 

・背景地図（分かりやすさのた

めにテクスチャ付 3D メッシ

ュモデル） 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（地下街

を含む内水

氾濫） 

シミュレーションに利用する

ための地形モデル（地下街含

む）の提供、 

浸水状況を分かりやすく可視

化のために利用する。 

・建物：高さ精度を確保した建

物 

・地形・地盤高：浸水シミュレ

ーションに利用可能な精度の

地形・地盤高メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更新データの

提供 

・地下街：地下への流入口（地

上との出入口）、地下通路幅

員・天井高、階段、地下広場

等の面積のある空間 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（外水氾

濫（津波・

高潮）） 

シミュレーションに利用する

ための地形モデルの提供、浸

水状況を分かりやすく可視化

のために利用する。 

・建物：高さ精度を確保した建

物 

・地形・地盤高：浸水シミュレ

ーションに利用可能な精度の

地形・地盤高メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更新データの

提供 

 

豪雨時等の

浸水シミュ

レーション 

航空レーザー計測で取得した

点群データから地形メッシュ

データを加工し、時間（タイ

ムラインと空間（3 次元）の

双方からの災害シミュレート

高度化により、防災 DX を推

進する。 

・建物：高さ精度を確保した建

物 

・地形・地盤高：浸水シミュレ

ーションに利用可能な精度の

地形・地盤高メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更新データの

提供、排水設備の能力 

・気象データ 

 

図上訓練で

の ICT 活

用 

災害発生を想定した訓練にお

いて、従来の紙地図利用では

なく、３Ｄデジタルマップを

利用。３Ｄ地形モデルや災害

撮影成果を利用して判断支

援。 

・地形（３Ｄメッシュ、写真ま

たは地形の陰影図） 

・建物（概観が分かるレベル） 

・道路・構造物（概観が分かる

レベル） 

・気象データ 

・災害箇所撮影データ 
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Ｂ）B to Cの観点による検討充実化の必要性 

 社会的課題解決や公益確保に資する個別の想定ユースケースのほか、スマート東京（東京版

Society 5.0）、都市のデジタルツインの社会実装に向けては、データ流通社会における先端的サー

ビス実装やデータマネジメント、メタバースなど３次元の仮想空間を活用した各種活動の代替・補

完の最新動向など、新たな潮流も見据えながら、社会共通資本としての３Ｄ都市モデル（Basi c）

から拡張した、技術革新・ユーザ寄りのエッジレイヤーを意識し、状況注視していくことも重要で

ある。 

 

 
図 ２－１ メタバースの登場を踏まえた３次元空間の活用に係る課題検討の例 
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１． 基本方針 

（略） 

（２）３D デジタルマップの種類 

3D デジタルマップには、幾何形状を表すものとして大きく分けてラスタ形式とベクタ形式が存

在する。ここでは、より広く都市の 3D デジタルマップの構成要素として利用できる各種データを

示す。 

表 ３－１ ３Ｄデジタルマップの種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 基本方針 

（略） 

（２）３D デジタルマップの種類と構成要素 

3D デジタルマップには、幾何形状を表すものとして大きく分けてラスタ形式とベクタ形式が存

在する。ここでは、より広く都市の 3D デジタルマップの構成要素として利用できる各種データを

示す。 

表 ３－１ ３Ｄデジタルマップの構成要素 
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（３）３Ｄデジタルマップの詳細度分類 

3Ｄデジタルマップは、下記の 5 段階の詳細度に分類することができる。詳細度は、想定ユース

ケースにより使い分ける。 

 

 

 

 

表 ３－２ ３Ｄデジタルマップの詳細度分類 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）３Ｄデジタルマップの詳細度分類 

3Ｄデジタルマップは、CityGML に準拠し、LOD0～LOD4 の 5 段階の詳細度に分類することを

基本とし、想定ユースケースによって各 LOD 内での詳細度を拡張して使い分ける。LOD が高くな

るにつれて、オブジェクトの形状や対象もより具体的となり、現実空間に近いイメージを再現する

ことが可能となる。 

CityGML における詳細度の分類を下表に示す。 

表 ３－２ ３Ｄデジタルマップの詳細度分類 

 
次に、各地物ごとの詳細度や主な取得内容を示す。 

建物では、LOD ごとに指定された地物型及びその空間属性を使用することで、さまざまな詳細

度で記述することが可能となる。 

表３－３ 建物の LOD 

 

LOD1 

建物＋高さ情報 

LOD2 

＋屋根情報 

LOD2+ 

＋開口部 

LOD3 

＋開口部 

LOD4 

＋室内 

 
建物外形の面に

一律の高さを付

与する 

 
壁、屋根、バルコ

ニー等の屋外の付

属物を取得する 

 
道路に面した低

層部分の開口部

（ドアや窓）を

取得する 

 
全ての開口部を取

得する 

 
BIM データから

屋内空間を取得す

る 
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道路は LOD に応じて、使用する地物型や幾何形状が異なるため、ユースケースなどの利用目的

に応じた詳細度が必要となる。 

表３―４ 道路の LOD 

 
都市設備は、LOD1 から LOD3 の 3D 都市モデルにおいて整備される地物型であり、地物のあり

方によって取得方法が異なる。 

表３－５ 各 LOD での都市設備の形状表現 
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植生は、LOD1 から LOD3 の 3D 都市モデルにおいて整備される地物型であり、単独木と植被に

分類される。 

表３－６ 各 LOD での植生の形状表現 
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（４）データリソース要件（整備・更新手法の基本的な考え方） 

（略） 

 

＜作業規程準則 17 条 3 項に基づく国土地理院が定めるマニュアル（例）＞ 

 車載写真レーザ測量システムを用いた三次元点群測量マニュアル（案）（令和元年 12 月） 

 航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル（案）（平成 31 年 3 月） 

 三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）（平成 31 年 3 月） 

 UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）（平成 30 年 3 月） 

 マルチ GNSS 測量マニュアル（案）（平成 27 年 7 月） 

 

 

 

 

B) 整備・更新にかかる新技術の採用 

近年では、画像の特徴点を利用して 3 次元点群データを生成する SfM（Structure from 

Motion）、自己位置を推定しながら 3 次元点群データを生成する SLAM（Simultaneous 

Localization and Mapping）、ステレオ画像間で高密度（多くは全画素毎）に対応点を探索し 3 次

元点群データを生成する DIM(DenseImageMatching)などが開発されている。また、SfM の結果を

利用して DIM を行い大量の 3 次元点群データを発生させる MVS(Multi View Stereo)や、SfM と

MVS を組合せた技術など、単一の技術だけでなく、技術を複合させた 3 次元点群データの生成技

術が開発されている。さらに、機械学習や AI により自動的に地形・図形形状を取得する技術や、

異なる時期の写真や点群データから地形や形状の変化を抽出する技術など、作業規程の準則や国土

地理院が定めるマニュアルにない技術も多く開発されている。 

このような技術革新に応じて、作業規程の準則に規定されていない機器及び測量方式による整

備・更新手法を利用する際は、作業規程の準則第 17条 2項の規定に準じて、使用する資料、機器、

測量方法等により精度を確保できる手法を使用するものとする。 

 

 

また、国土交通省では、建築分野の「BIM」、土木分野の「CIM」という従来の概念を改め、地

形や構造物等の 3 次元化全体を「BIM/CIM」として整理し、CIM 導入ガイドライン（案）（令和

（４）データリソース要件（整備・更新手法の基本的な考え方） 

（略） 

 

＜作業規程準則 17 条 3 項に基づく国土地理院が定めるマニュアル（例）＞ 

 車載写真レーザ測量システムを用いた三次元点群測量マニュアル（案）（令和元年 12 月） 

 航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル（案）（平成 31 年 3 月） 

 三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）（平成 31 年 3 月） 

 UAV搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）（令和２年３月） 

 マルチ GNSS 測量マニュアル（案）（令和２年６月） 

 電子基準点のみを既知点とした３級基準点測量マニュアル（案）（令和 3 年 6 月） 

 三次元データを取得するための作業マニュアル（素案）（令和 3 年 3 月） 

 

 

B) 整備・更新にかかる新技術の採用 

近年では、画像の特徴点を利用して 3 次元点群データを生成する SfM（Structure from 

Motion）、自己位置を推定しながら 3 次元点群データを生成する SLAM（Simultaneous 

Localization and Mapping）、ステレオ画像間で高密度（多くは全画素毎）に対応点を探索し 3 次

元点群データを生成する DIM(DenseImageMatching)などが開発されている。また、SfM の結果を

利用して DIM を行い大量の 3 次元点群データを発生させる MVS(Multi View Stereo)や、SfM と

MVS を組合せた技術など、単一の技術だけでなく、技術を複合させた 3 次元点群データの生成技

術が開発されている。さらに、機械学習や AI により自動的に地形・図形形状を取得する技術や、

異なる時期の写真や点群データから地形や形状の変化を抽出する技術など、作業規程の準則や国土

地理院が定めるマニュアルにない技術も多く開発されている。 

このような技術革新に応じて、作業規程の準則に規定されていない機器及び測量方式による整

備・更新手法を利用する際は、作業規程の準則第 17条 2項の規定に準じて、使用する資料、機器、

測量方法等により精度を確保できる手法を使用するものとする。 

作業規程の準則に規定されていない機器及び測量方式にて実施する場合は、検証点測量を実施し

位置精度の検証を行うことが必要である。 

また、国土交通省では、建築分野の「BIM」、土木分野の「CIM」という従来の概念を改め、地

形や構造物等の 3 次元化全体を「BIM/CIM」として整理し、CIM 導入ガイドライン（案）（令和



新旧対照表 

第３章 データ整備・更新要件                                               （赤字は改正部分） 

~ 15 ~ 

 

現行 改訂版 

2 年 3 月 国土交通省）を定めている。3D デジタルマップは、屋内、地下街や地下通路といった施

設や構造物も対象となることから、本ガイドラインとの整合も考慮し整備・更新を行う。なお、本

ガイドラインでは、本要件定義書で定めるデータ製品仕様書（CityGML に準拠）と異なった詳細

度分類を採用しているため、データ整備・更新にあたっては、項目の整合に留意が必要である。 

 

 

＜建物（屋内外）・構造物に関するマニュアル（例）＞ 

 建物三次元データ作成マニュアル（案）（平成 28 年 3 月 国土地理院） 

 3 次元屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年３月 国土地理院） 

 階層別屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年 3 月 国土地理院） 

 CIM導入ガイドライン（案）（令和 2 年 3 月 国土交通省） 

 

 

 

Ｃ）公共・民間における既存データリソース 

（中略） 

公共が整備・提供するデータは作業規程の準則に準じた品質を確保している一方で、民間成果に

ついては明確な品質表示を行っていない場合が多い。また、特定目的のために整備されている成果

の場合は、広域に均質な精度・更新頻度を確保していない場合がある。そのため、民間成果を利用

する場合には、データ項目、整備対象範囲、位置正確度、更新頻度、ライセンス等の利用要件が適

合することを確認したうえで活用を検討する必要がある。 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

2 年 3 月 国土交通省）を定めている。3D デジタルマップは、屋内、地下街や地下通路といった施

設や構造物も対象となることから、本ガイドラインとの整合も考慮し整備・更新を行う。なお、本

ガイドラインでは、本要件定義書で定めるデータ製品仕様書（CityGML に準拠）と異なった詳細

度分類を採用しているため、データ整備・更新にあたっては、項目の整合に留意が必要である。 

 

 

＜建物（屋内外）・構造物に関するマニュアル（例）＞ 

 建物三次元データ作成マニュアル（案）（平成 28 年 3 月 国土地理院） 

 3 次元屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年３月 国土地理院） 

 階層別屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年 3 月 国土地理院） 

 CIM導入ガイドライン（案）（令和 2 年 3 月 国土交通省） 

 3D 都市モデル整備のための BIM活用マニュアル（令和 3 年 3 月 国土交通省） 

 

 

Ｃ）公共・民間における既存データリソース 

（中略） 

公共が整備・提供するデータは作業規程の準則に準じた品質を確保している一方で、民間成果に

ついては明確な品質表示を行っていない場合が多い。また、特定目的のために整備されている成果

の場合は、広域に均質な精度・更新頻度を確保していない場合がある。そのため、民間成果を利用

する場合には、データ項目、整備対象範囲、位置正確度、更新頻度、ライセンス等の利用要件が適

合することを確認したうえで活用を検討する必要がある。 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

第３章 データ整備・更新要件                                               （赤字は改正部分） 

~ 16 ~ 

 

現行 改訂版 

表 ３－４ 既存のデータリソース（民間） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ３－８ 既存のデータリソース（民間） 

 
 

 



新旧対照表 

第３章 データ整備・更新要件                                               （赤字は改正部分） 

~ 17 ~ 

 

現行 改訂版 

D）パーソナルデータの取り扱い 

様々な機器や計測手法を用いて 3D デジタルマップを整備・更新することになるが、成果データ

にパーソナルデータが含まれているか否かを確認することが重要である。東京都「官民連携データ

プラットフォーム規約（素案）」においては、官民連携データプラットフォーム上で流通するデー

タにパーソナルデータ等が含まれていない場合にはこれを表明し、保証しなければならないとして

いる。また、パーソナルデータ等が含まれる場合は、あらかじめ同意を取得することが求められて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下記に、3D デジタルマップの整備・更新のための代表的なデータ取得手法とパーソナルデータ

を含む可能性の有無を例示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D）パーソナルデータの取り扱い 

様々な機器や計測手法を用いて 3D デジタルマップを整備・更新することになるが、成果データ

にパーソナルデータが含まれているか否かを確認することが重要である。東京都「東京データプラ

ットフォーム規約（素案）」においては、東京データプラットフォーム上で流通するデータにパー

ソナルデータ等が含まれていない場合にはこれを表明し、保証しなければならないとしている。ま

た、パーソナルデータ等が含まれる場合は、あらかじめ同意を取得することが求められている。 

個人情報の保護に関する法律施行令では顔判読可能な情報、歩行の姿勢・対応などを個人情報と

しているが、上空からの撮影・計測は、顔判読、歩行者の個人の特定はできないため、パーソナル

データに該当しないと考えられる。なお、地上での撮影計測手法（車載写真レーザ測量など）は側

面のデータ取得のため、画像データについては、顔判読が可能なためパーソナルデータに該当する

ことが考えられる。レーザ計測などの 3 次元点群計測においては現在の計測技術では顔や個人を特

定できるレベルの高密度計測はできないが、今後、技術の進展により点群データの点密度が高密度

になると思われ、この点を留意していく必要がある。 

続いて、パーソナルデータおよび個人情報の取り扱いと同様に、３Ｄデジタルマップの対象であ

る土地や建物をデータ化する際には、防犯上の観点からも配慮が必要である。特に高いレベルのセ

キュリティが要求される施設については施設の敷地範囲が防犯上の配慮が必要となるエリアとなり

うるため、データ化の可否やデータ化した際の機密保持、セキュリティ確保の観点からの配慮が必

要になると考えられる。 

下記に、3D デジタルマップの整備・更新のための代表的なデータ取得手法とパーソナルデータ

を含む可能性の有無を例示する。 
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表 ３－５ データ取得におけるパーソナルデータの有無（例） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ３－９ データ取得におけるパーソナルデータの有無（例） 

 
表 ３－１0 データリソースにおける防犯・プライバシー等 オープンデータの事例 

 

データリソース イメージ 取得内容 パーソナルデータの有無 

空中写真 
航空レーザ計測 
オブリーク撮影 

 ■取得方法 
700ｍ以上の上空から真
下または斜め方向のデー
タ取得 
■画像解像度・点群密度 
画像：5ｃｍ～40ｃｍ 
点群：1 点/㎡～36 点/㎡ 

無 ■画像データ 
高解像度画像（5cm）であってもパ
ーソナルデータに該当しない。 
※参考：地理空間情報の活用におけ
る個人情報の取り扱いに関するガイ
ドライン（測量成果等編） 平成
23 年 9 月 測量行政懇談会 P11 
■点群データ 
航空レーザ計測の点密度ではパーソ
ナルデータに該当しない。 

UAV 写真 
UAV レーザ計
測 

 
 
 
 
 
 
 

■取得方法 
30ｍ～150ｍ程度の上空
から真下または斜め方向
のデータ取得 
■画像解像度・点群密度 
画像：0.5ｃｍ～3ｃｍ 
点群：100 点/㎡～800 点
/㎡ 
 

無 ■画像データ 
UAV 画像は上空から地表面に向け
て撮影を行うため、パーソナルデー
タに該当しない。ただし、上空を見
るなど顔判読が可能な場合はパーソ
ナルデータに該当する可能性がある
ため、顔周辺の画像を粗くするなど
画像処理をすることでパーソナルデ
ータを除去することができる。 
■点群データ 
UAV レーザ計測の点密度ではパー
ソナルデータに該当しない。 

MMS 写真 
MMS レーザ計
測 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■取得方法 
車の天井上から横方向及
び斜め方向のデータ取得 
■画像解像度・点群密度 
画像：0.5ｃｍ～3ｃｍ 
点群：400 点/㎡～800 点
/㎡ 
 

無 ■画像データ 
MMS では人の顔が明確に判断でき
る解像度で撮影できるため、パーソ
ナルデータに該当する可能性があ
る。顔周辺の画像を粗くするなど画
像処理をすることでパーソナルデー
タを除去することができる。 
■点群データ 
MMS レーザ計測の点密度ではパー
ソナルデータに該当しない。 

移動体写真・レ
ーザ計測 
（台車型、バッ
クパック型） 

 ■取得方法 
人とほぼ同じ目線位置か
ら横方向及び斜め方向の
データ取得 
■解像度 
画像：0.5ｃｍ～2ｃｍ 
点群：400 点/㎡～1600
点/㎡ 
 

無 ■画像データ 
手持ち型・台車型計測では人の顔が
明確に判断できる解像度で撮影でき
るため、パーソナルデータに該当す
る可能性がある。顔周辺の画像を粗
くするなど画像処理をすることでパ
ーソナルデータを除去することがで
きる。 
■点群データ 
手持ち型・台車型計測の点密度では
パーソナルデータに該当しない。 
 

 

データリソース イメージ 防犯・プライバシー等 オープンデータの事例 

空中写真 
航空レーザ計測 
オブリーク撮影 

 ■画像データ 
自治体によっては、解像度 20cm 以下
の高解像度画像は個人情報及びプライ
バシーの配慮が必要とされている場合
があり注意が必要である。 
オブリーク撮影による斜め方向の画像
は高層階のベランダ等も視認できる可
能性が高いため防犯やプライバシーの
注意が必要である。 
■点群データ 
航空レーザ計測の点密度では防犯・プ
ライバシーに該当する情報は取得でき
ない。 

■画像データ 
オルソ画像等はオープン
データの事例はあるが、
航空写真は商用販売の事
例が多く、オープンデー
タの事例はない。 
■点群データ 
G 空間情報センター、静
岡県等でオープンデータ
の事例がある。 

UAV 写真 
UAV レーザ計
測  

 ■画像データ 
宅地での撮影は防犯やプライバシーの
観点で注意が必要である。 
■点群データ 
UAV レーザ計測の点密度では防犯・プ
ライバシーに該当する情報は取得でき
ない。 

■画像データ 
オープンデータの事例は
ない。 
■点群データ 
G 空間情報センター、静
岡県等でオープンデータ
の事例あり（災害時のデ
ータ） 

MMS 写真 
MMS レーザ計
測 

 ■画像データ 
MMS のカメラは、人の目線より高い
箇所に取り付けられている。塀の内側
など人の目で見えないものが見える可
能性があり注意が必要である。また、
防犯カメラなども確認できることか
ら、公開にあたっては留意する必要が
ある。 
■点群データ 
MMS レーザ計測の点密度では防犯・
プライバシーに該当する情報は取得で
きない。 

■画像データ 
商用販売の事例が多くオ
ープンデータの事例はな
い 
■点群データ 
G 空間情報センターでオ
ープンデータの事例あり 

移動体写真・レ
ーザ計測 
（台車型、バッ
クパック型） 

 ■画像データ 
歩道・地下道・屋内を計測する機器で
人の目線又は数十 cm 程度高い位置に
カメラが取り付けられている。防犯カ
メラなども確認できることから、公開
にあたっては留意する必要がある。 
■点群データ 
手持ち型・台車型レーザ計測の点密度
では防犯・プライバシーに該当する情
報は取得できない。 
 
 

■画像 
オープンデータの事例は
ない 
■点群 
G 空間情報センターでオ
ープンデータの事例あり
（公共的フロアの計測デ
ータ） 
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（５） 整備・更新のスケールイメージ 

 

スマート東京・TOKYO Data Highway の都市実装のホップ、ステップ、ジャンプのスケール展

開や、都市づくりにおける地域区分、ゾーニング、都市計画・地区計画単位など、ユースケースや

情報基盤として求められる実装スケールを視野に入れたスケールイメージの設定が必要となる。 

データの整備・更新の単位や活用するデータリソースは、これらスケールイメージとの整合を図

りながら設定する。 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 整備・更新のスケールイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 整備・更新のスケールイメージ 

A）整備・更新のスケールイメージ 

スマート東京・TOKYO Data Highway の都市実装のホップ、ステップ、ジャンプのスケール展

開や、都市づくりにおける地域区分、ゾーニング、都市計画・地区計画単位など、ユースケースや

情報基盤として求められる実装スケールを視野に入れたスケールイメージの設定が必要となる。 

データの整備・更新の単位や活用するデータリソースは、これらスケールイメージとの整合を図

りながら設定する。 

 

 

 

 

 

図３－１ 整備・更新のスケールイメージ 

B）想定ユースケースと適用スケール・データ詳細化のイメージ 

 想定ユースケースごとの適用スケールとデータ詳細化のイメージを図 3-2 に示す。 

人口分析等の政策検討や浸水シミュレーションなど、鳥瞰的に 3D デジタルマップを利用するユ

ースケースから、モビリティやウォーカブルなまちづくりなど、足下空間を把握する必要のあるユ

ースケースまで、多様な適用スケールが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 想定ユースケースと適用スケール・データ詳細化のイメージ 
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Ｃ）エリア展開と重点整備について 

 都内において、予算が限られる中、情報基盤としての３Ｄデジタルマップの整備・実装の効果最

大化を早期に図っていくことが重要である。このため、新たな社会基盤として、都内全域を対象に

実装を進めていく上で、拡充整備を行う範囲設定を含めた面的な（マクロの）エリア展開と、線・

点的（ミクロの）重点整備を合わせて設定する。 

広域的には、都内全域で基礎的な社会的共通資本として社会的厚生の公平性・公正性確保の観点

から、LOD1 として整備・更新するとともに、都市機能の高度な集積等が進む都市再生緊急整備地

域や都市開発諸制度拠点地区を対象に重点エリアを設定し、「エリア LOD2」として実装する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ エリア LOD 設定の考え方 
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図 ３－４ エリア LOD の設定範囲 

 

重点エリアにおいては、主要なストリート沿道や対象エリアのまちづくりの方向性などを踏まえ

ながら、都市空間のリデザインやスマート東京（東京版 Society 5.0）の実現、都市のデジタルツイ

ンの社会実装を見据えたユースケースの実装などを見据えた先進モデル（エリア LOD2）を構築す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３－５ エリア LOD2 における重点整備のイメージ 
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２．想定ユースケースからのデータ項目整理 

 

第 2 章に示した業務要件（想定ユースケース）から、3D デジタルマップとして必要となる主要

なデータ項目を抽出・整理した。 

表３－６ 想定ユースケースからのデータ項目の整理 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．想定ユースケースからのデータ項目整理 

（１） 想定ユースケースからのデータ項目整理 

第 2 章に示した業務要件（想定ユースケース）から、3D デジタルマップとして必要となる主要

なデータ項目を抽出・整理した。 

表３－１１ 想定ユースケースからのデータ項目の整理 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画・

都市再生・景観
インフラ維持管理

浸水シミュレーション

の可視化

密を回避する

ための人流解析

モビリティ・

自動運転支援

まちなか

ウォーカブル・

バリアフリー

ロボティクス

空中写真、地形図 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ 〇

点群・メッシュモデル 〇 ○ ◎ 〇 ◎
高さ情報・階数情報 ◎ ◎ ◎ 〇 〇 〇 〇

概観（点群／写真） ○ ○ ○ ○ ○

外形 ◎ ◎ ◎ 〇 〇

建築物部分（低層・高層） ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎

建築物付属物 〇 〇 〇 ◎ ◎
屋根面 〇 〇

壁面 〇 〇 〇

接地面 〇

外部床面 〇 〇 〇

外部天井面 〇 〇 〇

閉鎖面 〇 ○ ○ ○ ◎
窓 〇

扉 〇 ◎ ○ ◎

部屋 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

屋内設備 ◎ ◎

屋内付属物 ◎ ◎

階層 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
屋内ネットワーク ○ ◎ 〇

道路部分 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

概観（点群／写真） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

交通領域 〇 〇 ◎ ◎ 〇

交通補助領域 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
道路要素 〇 ◎ ○ ◎ ○ ◎
線形 ○ ○ ○ ○ ○

交通ネットワーク ○ ○

橋梁部分 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
トンネル部分 ○ ○

標識、信号機、サイネージ他 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
管路及び設備 ◎

○ ◎ ○

単独木、植被 ○ ○

地形の凹凸 ○ ○ ○

区域区分/地域地区等 〇 ○ ○

◎ 〇 ○ ○

植生

地形

都市計画決定情報

土地利用

建築物

屋外

橋梁

トンネル

都市設備

道路

地下埋設物

水部

高さ

屋内

地物分類 取得項目

ユースケース

ベースマップ
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（２） 都市空間の構成要素とリメイク・利活用促進に向けたモデル充実化 

 都市空間のリデザインや利活用の促進など、「人中心の都市づくり」に向けて、ウォーカブルな

公共空間づくりや、民間投資と共鳴した「居心地がよく歩きたくなるまちなか」の形成などによっ

て歩行者中心の道路空間活用を推進し、ほこみち制度の活用や次世代モビリティの実装など人中心

のまちづくりを進めることが必要となる。 

歩行区間を拡充した都市空間における構成要素イメージを下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３－６ 歩行区間を拡充した都市空間における構成要素イメージ 

 

（３） ユースケースごとに必要となるデータ項目と詳細度 

 地物の重点整備において、想定されるユースケースを念頭に置いた、拡充が必要なデータ項目と

詳細度、必要な属性項目の対応を以下に示す。 

例えば、帰宅困難者の避難誘導分析では、建物は LOD1 データでも分析可能であるが、歩道部は

LOD2 データとして整備する必要があり、また、建物用途や階数などの属性も必要となる。さら

に、建物を LOD3 データとして整備するとともに、地下空間や出入り口、植生をプラスアルファ

のデータとして整備することにより、解析精度の向上が可能となる。 
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表３－１２ 想定ユースケースからのデータ項目の整理 

 
想定ユースケースに応じた仕様パターンは、大きく 5 つに分類される。 

都市計画における建物用途現況の確認など、建物のみのデータで実施可能なタイプ A から、都市

施設管理やウォーカブルなまちづくりなど、建物と道路、都市整備及び植栽が必要なタイプ E まで

に分類され、ユースケースに応じて必要なデータ仕様を選定することが重要となる。 

 

表３－１３ 想定対象ユースケースに応じた仕様パターンのイメージ 

 

交通施設 植生

車道部 歩道部

車線,側

帯,路肩

歩道,自

転車道

区画線,

停止線

横断歩

道
上屋

地下出

入り口

都市計画（建物用途現況） 都内全域 ○ ◯ ● ● ● ● ● ●

人口分析等の政策検討 都内全域 ○ ◯ ● ● ● ●

5Gアンテナ設置設計 重点エリア ◎ ◯ ● ●

都市計画（高度地区制限） 重点エリア ◎ ◯ ● ● ● ● ●

災害発生時の被害査定（民間サービ

ス）
重点エリア ◎ ◯ ● ● ● ● ● ● ● ●

再生可能エネルギーポテンシャルシミュ

レーション
重点エリア ◎ ◯ ◎ ● ● ●

都市活動の見える化・モニタリング 都内全域 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

都市空間変遷可視化 都内全域 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

浸水シミュレーション（時間別） 都内全域 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

密を回避するための人流解析 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

帰宅困難者の避難誘導分析 重点エリア ○,◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

地下埋設物管理 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●

浸水シミュレーション（地下街含めた

内水氾濫）
重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

浸水シミュレーション（外水氾濫（津

波・高潮））
重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

図上訓練でのICT活用 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

スマートプランニング 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

災害発生時の被害情報・地形変化の

可視化・通行可能ルート可視化
重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

都市施設管理 重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ● ● ● ●

モビリティ・自動運転支援 重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ●

都市開発・景観シミュレーション 重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ● ●

公共空間の活用・ウォーカブルなまちづ

くり
重点エリア ◎,◎ ◎,◎ ◎,◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ● ● ● ● ●

◯はLOD1で実施できるもの、◎はLOD2以上が必要なもの ●は必要な属性情報

赤文字は、より詳細が求められる地物（建物LOD2.5以上、道路LOD3以上） 灰色セルは必須ではないが、あると活用が広がるもの

灰色セルは必須ではないが、あると活用が広がるもの

道路標示 階段,エレ

ベータ,エ

スカレータ

柵・壁 面積 用途 階数 構造

都市設備

延床

面積
高さ

道路標

識(案内

標識等),

交通信

ユースケース エリアLOD 建物

道路 都市設備・植栽

交通領域

地下空

間

単独木,

植被

建造物

属性情報の必要性

建築

面積

土地利用 建物用途

用途

データ項目の詳細度の組合せ区分と概要

A． 建物のみで実施可能なユースケース

都市計画（建物用途現況）などLOD1及びLOD２建物のみで実施可能。LOD1道路などがあることで視認性が向上する

B． 建物と道路が必要なユースケース

LOD1建物とLOD2道路で実施可能なユースケース。オプションとしてLOD3道路と区画線等を詳細化したLOD3都市設備及
びLOD2植栽があることで精度と再現性が向上する

C． 建物と道路及び都市設備が必要なユースケース

LOD1建物とLOD2道路及びLOD3都市設備で実施可能なユースケース。オプションとして地物や沿道建築物との連続性を再
現したLOD3道路やLOD2植栽があることで精度と再現性が向上する

D． 建物と道路、都市設備及び植栽が必要なユースケース

LOD1建物とLOD3道路、LOD２・LOD3の詳細度を有している都市設備及び植栽の整備が必要となる

E． 建物と道路、都市設備及び植栽が必要なユースケース

LOD２建物とLOD3道路、LOD２以上の都市設備及び植栽で実施可能なユースケース
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現行 改訂版 

３．地物・属性定義 

想定ユースケースで必要となるデータ項目を体系的に整理し、3D 都市モデルにかかわる各種標

準仕様を参照のうえ地物及び属性を定義した。下記に地物一覧を示す。地物及び属性定義の詳細

は、「付属資料１ 都市の３Ｄデジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 

表 ３－７ 都市の３Ｄデジタルマップ 地物一覧 

 

３．地物・属性定義 

想定ユースケースで必要となるデータ項目を体系的に整理し、3D 都市モデルにかかわる各種標

準仕様を参照のうえ地物及び属性を定義した。下記に地物一覧を示す。地物及び属性定義の詳細

は、「付属資料１ 都市の３Ｄデジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 

表 ３－１４ 都市の３Ｄデジタルマップ 地物一覧 
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新旧対照表 

第３章 データ整備・更新要件                                               （赤字は改正部分） 

~ 27 ~ 
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４．品質要件 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．データ配布要件 

（１） 符号化（データ形式）要件 

3D デジタルマップのデータ形式要件は、CityGML とする。詳細は、「付属資料１ 都市の３Ｄ

デジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 

 

（略） 

 

 

４．品質要件 

（略） 

（３）各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度 

  LOD 整備に必要なリソースの要求精度を以下に示す。 

 

表 ３―１７  各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度 

 
 

 

５．データ配布要件 

（１） 符号化（データ形式）要件 

3D デジタルマップのデータ形式要件は、CityGML とする。詳細は、「付属資料１ 都市の３Ｄ

デジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 

 また、FBX、OBJ、FileGeoDataBase 形式での作成を行う。 

 

（略） 
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現行 改定後 

１．基本方針 

 

（中略） 

 

以上のような現状を踏まえ、本要件定義書では短期的に最低限必要となるシステムの整備・運用

を想定した要件を記載する。 

 

 

 

（１） システム導入・運用の基本的な考え方 

 ３D デジタルマップを閲覧、編集、提供等を行うためのシステムを導入・運用する。導入・運用

にあたっての基本的な考え方は次のとおりとする。 
① 対象システムは大きく分けて「庁内用システム」と「公開用システム」とする。 

② 保守性や拡張性の観点から、パッケージ製品の導入を基本とする。 

③ 都における関連施策（官民連携データプラットフォーム等）と連携する。 

④ ３Ｄデジタルマップにかかわる技術は創成期にあることから、最新の技術情報が反映さ

れ、かつ拡張性のあるシステムを導入する。 

 

 

（２） システム全体イメージ 

３Ｄデジタルマップのためのシステム全体像及びシステム構成一覧を示す。 

庁内用システムはスタンドアロンまたはクライアントサーバ方式、公開用システムはクラウド方式

とする。なお、ネットワークは庁内 LANやインターネット回線利用を前提とする。 

 

 

 

１．基本方針 

 

（中略） 

 

以上のような現状を踏まえ、本要件定義書では短期的に最低限必要となるシステムの整備・運用

を想定した要件を記載する。なお公開用システムについては、デジタルサービス局におけるデジタ

ルツイン基盤の方針に準ずるものとする。 

 

 

（１） システム導入・運用の基本的な考え方 

 ３D デジタルマップを閲覧、編集、提供等を行うためのシステムを導入・運用する。導入・運用

にあたっての基本的な考え方は次のとおりとする。 
① 対象システムは大きく分けて「庁内用システム」と「公開用システム」とする。 

② 保守性や拡張性の観点から、パッケージ製品の導入を基本とする。 

③ 都における関連施策（デジタルツイン実現プロジェクト、東京データプラットフォーム

等）と連携する。 

④ ３Ｄデジタルマップにかかわる技術は創成期にあることから、最新の技術情報が反映さ

れ、かつ拡張性のあるシステムを導入する。 

 

（２） システム全体イメージ 

３Ｄデジタルマップのためのシステム全体像及びシステム構成一覧を示す。 

庁内用システムはスタンドアロンまたはクライアントサーバ方式、公開用システムはクラウド方

式とする。公開用システムについてはデジタルサービス局で検討しているデジタルツイン基盤の整

備方針等と整合により具体的なシステム構成を検討するものとする。なお、ネットワークは庁内

LANやインターネット回線利用を前提とする。 
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現行 改定後 

（３） システム管理者・利用者 

 

システムの管理者および利用者は下記を想定する。 

 
 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） システム管理者・利用者 

 

システムの管理者および利用者は下記を想定する。 

 
（略） 

 

 

 

 

 

 

表 ４-２ システム管理者・利用者 

対象システム システム構成 利用者区分 担当組織 内容 

庁内用 

システム 

・3D デジタルマッ

プ用システム 

・成果データ管理用

ストレージ 

管理者 都市整備局 ・3D デジタルマップシステ

ムの維持管理 

・3D デジタルマップデータ

の管理・更新・提供 

利用者 都市整備局 ・3D 表示等 3D デジタルマ

ップデータの閲覧・活用 

他局 ・3D 表示等 3D デジタルマ

ップデータの閲覧・活用 

3D デジタルマップ

用システム 

（庁内ビューア、各

局シミュレータ） 

利用者 全部局 

（管理者：デジタル

サービス局） 

デジタルツインの構築・運用

指針等に準拠 

（庁内データスト

ア・データカタロ

グ） 

利用者 

公開用 

システム 

・公開用システム 

・ダウンロードサイ

トシステム 

・データ公開管理シ

ステム 

・公開データ管理用

ストレージ 

管理者 他局 ・公開用システム、ダウンロ

ードサイトの運営・維持管理 

利用者 他局 

事業者・都民 

・公開用システムの閲覧 

・ダウンロードサイトからの

3D デジタルマップデータの

取得・活用 
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現行 改定後 

２． 機能要件 

 

（略） 

 

（３） 公開用システム 

3D デジタルマップの公開用システムの機能要件の概要を示す。 

なお、各機能要件の機能分類、及び各機能の要求レベル（必須・望ましい・オプション）の詳細

は、「付属資料 1 機能要件一覧 （２）公開用システム」を参照。 

 

（略） 

 

 

３． 非機能要件 

（１） 非機能要件の基本的な考え方 

ここでは、上記の分類に照らし、庁内用システムは「社会的影響が殆ど無いシステム」、公開用

システムは「社会的影響が極めて大きいシステム」と位置付け、該当する非機能要件の要求レベル

を設定した。 

 

 

（２） 庁内用システム 

C) 非機能要件一覧 

3D デジタルマップの庁内用システムの非機能要件の概要を示す。 

庁内用システムは、「非機能要求グレード 2018」における「社会的影響が殆ど無いシステム」に該

当し、この要求レベルを採用することを基本とする。ただし、3D デジタルマップの性質を踏ま

え、必要に応じて上位ランクの要求レベルを一部設定している。 

 

 

２． 機能要件 

 

（略） 

 

（３） 公開用システム 

3D デジタルマップの公開用システムの機能要件の概要を示す。ただし、公開用システムにつ

いては、デジタルサービス局における「デジタルツインの構築・運用指針」等に準ずるものと

する。 

なお、各機能要件の機能分類、及び各機能の要求レベル（必須・望ましい・オプション）の詳細

は、「付属資料 1 機能要件一覧 （２）公開用システム」を参照。 

（略） 

 

３． 非機能要件 

（１） 非機能要件の基本的な考え方 

ここでは、上記の分類に照らし、庁内用システムは「社会的影響が殆ど無いシステム」、公開用

システムは「社会的影響が限定されるシステム」と位置付け、該当する非機能要件の要求レベルを

設定した。 

 

 

（２） 庁内用システム 

C) 非機能要件一覧 

3D デジタルマップの庁内用システムの非機能要件の概要を示す。 

庁内用システムは、「非機能要求グレード 2018」における「社会的影響が殆ど無いシステム」に該

当し、この要求レベルを採用することを基本とする。ただし、3D デジタルマップの性質を踏ま

え、必要に応じて上位ランクの要求レベルを一部設定している。 
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現行 改定後 

 

 

 
 

（３） 公開用システム 

A)  規模要件 

 公開用システムについては、下記の規模を想定する。 

 

（略） 

 

 

 

C) 非機能要件一覧 

3D デジタルマップの公開用システムの非機能要件の概要を示す。 

公開用システムは、「非機能要求グレード 2018」における「社会的影響が極めて大きいシステ

ム」に該当し、この要求レベルを採用することを基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（３） 公開用システム 

A)  規模要件 

公開用システムについては、デジタルサービス局における「デジタルツインの構築・運用指針」

等に準ずるものとする。 

 

（略） 

 

 

 

C) 非機能要件一覧 

3D デジタルマップの公開用システムの非機能要件の概要を示す。 

公開用システムは、「非機能要求グレード 2018」における「社会的影響が限定されるシステ

ム」に該当し、この要求レベルを採用することを基本とする。 
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現行 改定後 

 
 

４． 稼働環境要件 

（１） ハードウェア要件 

A) 庁内用システム 

庁内用システムは、スタンドアロンまたはクライアントサーバ方式で運用する。各ハードウェア

の要件を以下に示す。 

 

 
 

 

 

 
 

４． 稼働環境要件 

（１） ハードウェア要件 

A) 庁内用システム 

庁内用システムは、スタンドアロンまたはクライアントサーバ方式で運用する。各ハードウェア

の要件を以下に示す。 
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現行 改定後 

B) 公開用システム  

公開用システムは、クラウドシステムをサービス調達するものとし、独自のハードウェア導入は

行わないものとする。 

 

 

（２） ソフトウェア要件 

A) 庁内用システム 

庁内用システムとして採用するソフトウェアの要件を以下に示す。 

 
 

 

 

（３） データベース要件 

（略） 

B) 公開用システム 

公開用システムは、クラウドシステムをサービス調達するものとし、データベース要件は規定し

ないものとする。 

 

 

 

 

 

B) 公開用システム  

公開用システムは、クラウドシステムをサービス調達するものとし、独自のハードウェア導入は

行わないものとする。ただし公開用システムについては、デジタルサービス局における「デジタル

ツインの構築・運用指針」等に準ずるものとする。 

 

（２） ソフトウェア要件 

A) 庁内用システム 

庁内用システムとして採用するソフトウェアの要件を以下に示す。 

 
 

（３） データベース要件 

（略） 

B) 公開用システム 

公開用システムは、クラウドシステムをサービス調達するものとし、データベース要件は規定し

ないものとする。ただし公開用システムについては、デジタルサービス局における「デジタルツイ

ンの構築。運用指針」等に準ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 表 ４-１０ 庁内用システム ソフトウェア要件 

対象 仕様 説明 

クライアント GIS ソフト WindowsOS 上で動作するインストール型の専用アプ

リケーション 

セキュリティソフト 都の指定に基づき導入 

オンライン／オフライン オフラインでの稼働も可とする 

ライセンス認証 オフラインでの認証も可とする 

サーバ データベースサーバ マスタ-データの管理サーバ 

アプリケーション／GIS サーバ アプリケーション機能や GIS 機能を提供するサーバ 

セキュリティソフト 都の指定に基づき導入 
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（４） データ管理要件 

3D デジタルマップには、庁内用システムで利用するフルスペック版のデータセットだけでな

く、区市町村版、提供加工版、オープンデータ用等の複数のデータセットが存在することになる。

これらのデータの版管理の考え方を下記に示す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） データ管理要件 

3D デジタルマップには、庁内用システムで利用するフルスペック版のデータセットだけでな

く、区市町村版、提供加工版、オープンデータ用等の複数のデータセットが存在することになる。

これらのデータの版管理の考え方を下記に示す。 
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現行 改定後 

（５） ネットワーク要件 

A) 庁内用システム 

庁内用システムは、都が運営する TAIMS ネットワークでの稼働を前提とする。通信プロトコル

は TCP/IP を基本とする。なお、導入システムは、専用のネットワークセグメント下で稼働させる

予定で、インターネットに接続が可能なネットワーク環境を予定する。 

 

（略） 

 

（６） セキュリティ要件 

 

庁内用システム及び公開用システム共に、情報資産の機密性、完全性及び可用性を維持し、都が定

める情報セキュリティポリシーに準拠することを基本方針とする。 

 また、下記の事項に配慮するものとする。 

① アクセス制御、アクセス認証、ウィルス対策、侵入・攻撃対策、不正接続対策等の基本的

なセキュリティ対策を行う。 

② 情報資産を分類し、物理的、人的、技術的セキュリティ対策を講じる。 

③ 3D デジタルマップの利活用を促進するためのパーソナルデータの保護、サイバーセキュ

リティの確保を行う。 

  

 なお、公開用システムについては、クラウドサービスとして下記の要件を満たすものとする（独

立行政法人情報処理推進機構「非機能要求グレード 2018」より）。 

 

（５） ネットワーク要件 

A) 庁内用システム 

庁内用システムは、庁内設置で運用する場合、都が運営する TAIMS ネットワークでの稼働を前

提とし、クラウドサービスを利用する場合、インターネット接続可能なセグメントで稼働する。通

信プロトコルは TCP/IP を基本とする。 

 

（略） 

 

（６） セキュリティ要件 

 

庁内用システム及び公開用システム共に、情報資産の機密性、完全性及び可用性を維持し、都が定

める情報セキュリティポリシー（例：東京データプラットフォーム情報セキュリティ(案)）に準拠

することを基本方針とする。 

 また、下記の事項に配慮するものとする。 

① アクセス制御、アクセス認証、ウィルス対策、侵入・攻撃対策、不正接続対策等の基本的

なセキュリティ対策を行う。 

② 情報資産を分類し、物理的、人的、技術的セキュリティ対策を講じる。 

③ 3D デジタルマップの利活用を促進するためのパーソナルデータの保護、サイバーセキュ

リティの確保を行う。 

  公開用システムについては、東京データプラットフォームポリシー策定委員会が策定している

東京データプラットフォーム 情報セキュリティポリシー(案)を満たすものとする。 
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現行 改定後 

 
 

 

（７） 参考：システム・ソフトウェア構成例 

 

下記に、参考として本要件定義書が求める庁内用システムの構成例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表 ４－１５削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 参考：システム・ソフトウェア構成例 

 

下記に、参考として本要件定義書が求める庁内用システムの構成例を示す。なお、構成例で用い

たパッケージソフトウェアは、下記理由により ESRI 社の ArcGIS としている。 

・本書で定める庁内用システムの機能要件に対する網羅性の高さ 

・3D データを含む豊富なデータ形式への対応 

・スタントアロン、クライアントサーバから、ウェブ・クラウド型までラインナップの豊富さ 

直近のシステム要件を十分に満たす製品であると共に、将来的な運用スタイルの変更や、活用シ

ーンの拡充などにも柔軟に対応できると考えられる。 
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５． 保守要件 

（略） 

（２） 公開用システム 

 公開用システムの保守要件を下記に示す。なお、公開用システムについては、非機能要件及び保

守要件をもとに、都と目標数値を協議し、サービスレベルアグリーメント（SLA）を締結するもの

とする。 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 
 

５． 保守要件 

（略） 

（２） 公開用システム 

公開用システムの保守要件を下記に示す。なお、公開用システムについては、非機能要件及び保

守要件をもとに、都と目標数値を協議し、サービスレベルアグリーメント（SLA）を締結するもの

とする。公開用システムは、今後実施されるデジタルサービス局における「デジタルツインの構

築・運用指針」等に準じて変更する場合がある。 

 

 

（略） 
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７． 外部インタフェース 

（１） 庁内用システム 

庁内用システムは、下記のシステムとのデータの授受を想定する。 

 
  

 

 

 

 

 

 

（２）公開用システム 

（略） 

 

 

 

 

 

７． 外部インタフェース 

（１） 庁内用システム 

庁内用システムは、下記のシステムとのデータの授受を想定する。 

 
 

（２）公開用システム 

（略） 
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８． ユーザビリティ 

庁内システム、公開システム共に、製品導入時においてユーザテストを実施する方針とする。 

 ユーザテストは、デジタルサービス局で作成されたデジタルサービス開発時の「ユーザテストガ

イドライン」（VERSION1.1、2020 年 9 月）に基づき、リリース前にユーザが利用し、テスト結果

に基づき改善をしていくことで、利用者が利用しやすいシステムの構築を目指すものである。 

 リリース後も定期的にユーザレビューを実施し、 「QOS の高い、すなわち、誰もが使いやす

い、品質の高いデジタルサービスを開発すること」を目指していく。 

 ユーザレビュー観点は以下のものを実施する予定である。 

① 内容の信頼性 

② 役立ち感 

③ 操作のわかりやすさ 

④ 構成のわかりやすさ 

⑤ 見やすさ 

⑥ 反応のよさ 

⑦ 好感度 

ユーザレビュー後に、課題を抽出してシステムへの反映を検討し、予算や工期を踏まえ、改修内容

を決定し、利用しやすいシステムを構築していく。 
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９． 拡張性 

本要件定義書では、短期的な観点での整備・運用を想定した要件を記載しているため、庁内用の

システム構成については、オンプレミス環境下での構成を前提としている。一方で、デジタルツイ

ン基盤や、「未来の東京」戦略及び「シン・トセイ 都政の構造改革 QOS アップグレード戦略」

においては、クラウド利用を前提としたシステム構築が推奨されている状況である。 

 庁内用システムがクラウド活用型へ移行する際の構成案を複数整理し、将来的な移行検討時の参

考とする。なお以下の例では、ソフトウェアは ArcGIS、IaaS は AWS（AmazonWorkSpac e）、

PaaS は ArcGIS Onlineで構成している。 

 

Ａ） C/S：IaaS 活用型 

 
図４－２ 庁内用システム（IaaS 活用構成） 
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表 ４－１９  庁内用システム（IaaS 活用構成）のインスタンス構成（例） 

 

 

Ｂ) 画面転送：IaaS 活用型 

 
図４－３ 庁内用システム（画面転送・IaaS 活用構成） 
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表 ４－２０  庁内用システム（画面転送・IaaS 活用構成）のインスタンス構成（例） 

 
 

Ｃ) C/S：PaaS 活用型 

 
図４－４ 庁内用システム（C/S・PaaS 活用構成） 
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１.基本方針 

（1）3D デジタルマップのビジネス関係図 

3D デジタルマップ事業は、3D デジタルマップの整備・更新・提供主体となる 3D デジタルマッ

プ提供者を中心とし、データリソース保有者（現地計測・プロタクト販売者や施設管理者等）、デ

ータ提供プラットフォーム運営者（例：官民連携データプラットフォーム）、また利用者である都

各局関係者やサービス開発者などがステークホルダーとして関係する。ステークホルダー間には契

約（協定書や覚書等も含む）が結ばれ、それぞれの間でデータ・サービスと対価の交換が行われ

る。また、やり取りに必要となるルール（適用される製品仕様、契約形態、提供・公開可能な情報

の抽出等）が設定される。 

本章では、このような 3D デジタルマップにかかわる関係者（事業主体）、事業内容、役割分担、

事業運営にあたって配慮すべき事項等を整備・運用スキームとして整理する。 

 
図 5－１ 3D デジタルマップのビジネス関係図 

 データ提供システム導入・運用保守は、対象システム種類として 3D デジタルマップの閲覧用シ

ステム、データダウンロード用システム等が想定され、独自に構築する場合と、既存のプラットフ

ォームを活用する場合が想定される。既存のプラットフォームとしては、都が構想中の官民連携デ

ータプラットフォーム、東京都オープンデータポータル、国土交通データプラットフォーム、G 空

間情報センター等が考えられる。 

 

（略） 

 

１．基本方針 

（1）3D デジタルマップのビジネス関係図 

3D デジタルマップ事業は、3D デジタルマップの整備・更新・提供主体となる 3D デジタルマッ

プ提供者を中心とし、データリソース保有者（現地計測・プロタクト販売者や施設管理者等）、デ

ータ提供プラットフォーム運営者（例：東京データプラットフォーム）、また利用者である都各局

関係者やサービス開発者などがステークホルダーとして関係する。ステークホルダー間には契約

（協定書や覚書等も含む）が結ばれ、それぞれの間でデータ・サービスと対価の交換が行われる。

また、やり取りに必要となるルール（適用される製品仕様、契約形態、提供・公開可能な情報の抽

出等）が設定される。 

本章では、このような 3D デジタルマップにかかわる関係者（事業主体）、事業内容、役割分担、

事業運営にあたって配慮すべき事項等を整備・運用スキームとして整理する（図 ５－１）。 

 
図 5－１ 3D デジタルマップのビジネス関係図 

データ提供システム導入・運用保守は、対象システム種類として 3D デジタルマップの閲覧用シ

ステム、データダウンロード用システム等が想定され、独自に構築する場合と、既存のプラットフ

ォームを活用する場合が想定される。既存のプラットフォームとしては、都が構想中の東京データ

プラットフォーム、東京都オープンデータポータル、国土交通データプラットフォーム、G 空間情

報センター等が考えられる。 

 

（略） 
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（３） 事業方式・実施主体の基本的な考え方 

（略） 

〇データ提供・管理事業 

（中略） 

データ提供システム導入・運用保守は、対象システム種類として 3D デジタルマップの閲覧用シ

ステム、データダウンロード用システム等が想定され、独自に構築する場合と、既存のプラットフ

ォームを活用する場合が想定される。既存のプラットフォームとしては、都が構想中の官民連携デ

ータプラットフォーム 、東京都オープンデータポータル、国土交通データプラットフォーム、G 空

間情報センター等が考えられる。これらのプラットフォームを通じてデータ提供する際には、それ

ぞれのプラットフォームが定めるデータ提供のルール（データ形式、メタデータ、免責等）がある

ため、そのルールに従った提供データの作成が必要となる。独自に構築する場合は、クラウドサー

ビスをベースとしたアプリケーションが出てきつつあるため、これらの製品を採用し、サービス提

供事業者とのサービス利用契約（保守契約）を結ぶ方法とする。 

（略） 

 

２． 整備スキーム 

（略） 

（３）データ整備 

3D デジタルマップのデータ整備は、典型的には既存の 2D 地図に高さ情報を付与して作成する

方法があるが、それ以外に、3D 点群データからダイレクトに建築物や道路等の地物を作成する方

法など複数の方法が考えられる。 

リソースや品質、コスト等の要件から手法を選定していくことになるが、下記に整備手順パター

ンと留意事項を整理する。いずれの場合でも、手順を標準化し、安定的な品質の 3D デジタルマッ

プの整備ができることが求められる。 

 

【パターン 1】「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成 

 既存の都市計画基本図（地図情報レベル 2500 地形図）の建物や道路等の地形要素の外形情報

を用い、航空レーザ・写真測量等で取得した点群データを高さ情報として付与して 3D 地物を作

成する方法である。 

（３） 事業方式・実施主体の基本的な考え方 

（略） 

〇データ提供・管理事業 

（中略） 

データ提供システム導入・運用保守は、対象システム種類として 3D デジタルマップの閲覧用シ

ステム、データダウンロード用システム等が想定され、独自に構築する場合と、既存のプラットフ

ォームを活用する場合が想定される。既存のプラットフォームとしては、東京データプラットフォ

ーム（都で検討中） 、東京都オープンデータポータル、国土交通データプラットフォーム、G 空間

情報センター等が考えられる。これらのプラットフォームを通じてデータ提供する際には、それぞ

れのプラットフォームが定めるデータ提供のルール（データ形式、メタデータ、免責等）があるた

め、そのルールに従った提供データの作成が必要となる。独自に構築する場合は、クラウドサービ

スをベースとしたアプリケーションが出てきつつあるため、これらの製品を採用し、サービス提供

事業者とのサービス利用契約（保守契約）を結ぶ方法とする。 

（略） 

 

２．整備スキーム 

（略） 

（３）データ整備 

3D デジタルマップのデータ整備は、典型的には既存の 2D 地図に高さ情報を付与して作成する

方法があるが、それ以外に、航空写真や 3D 点群データからダイレクトに建築物や道路等の地物を

作成する方法など複数の方法が考えられる。 

リソースや品質、コスト等の要件から手法を選定していくことになるが、下記に整備手順パター

ンと留意事項を整理する。いずれの場合でも、手順を標準化し、安定的な品質の 3D デジタルマッ

プの整備ができることが求められる。 

 

【パターン 1】「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成 

 既存の都市計画基本図（地図情報レベル 2500 地形図）の建物や道路等の地形要素の外形情報

を用い、航空レーザ・写真測量等で取得した点群データを高さ情報として付与し 3D 地物を作成

する方法である。 
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現行 改正後 

既存の地形図や航空写真を利用して作成することができるため、比較的安価に整備することが

できる。一方、2D 地図があることが前提となるため、鮮度は 2D 地図の整備・更新サイクルに

依存する。また、作成可能な詳細度は主に LOD1 で、LOD2 を作成する場合には、2D 地図の地

形要素の外形線を、高さが異なる場所で区切る等の前処理が必要となる。 

なお、属性データを付与する場合は、2D 地図の時点で必要となる属性を付加する方法が一般

的である。 

 
図 ５－７ 「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成するパターンイメージ 

 

【パターン 2】「点群データ」からダイレクトに 3D デジタルマップを作成 

 点群データからダイレクトに 3D の地物を作成する方法である。局所の場合は、点群データを

モデリングソフトウェアに読込み、点群データの形状にそって 3D 図化・モデリングする方法と

なる。広域の場合は、手動での作成は現実的ではなく、自動処理が前提となる。 

 点群データの密度に依存するものの、詳細な形状を再現できる方法であり、LOD2 以上のデー

タ作成にむいている。ただし、既存の法定図面（都市計画基本図や道路台帳図）の 2D 図形との

整合を考慮していないため、法定業務での利用のためには、図形間の整合をはかる処理が必要と

なる。 

 

 

 

 

 

 

既存の地形図や航空写真を利用して作成することができるため、比較的安価に整備することが

できる。一方、2D 地図があることが前提となるため、鮮度は 2D 地図の整備・更新サイクルに

依存する。また、作成可能な詳細度は主に LOD1 で、LOD2 を作成する場合には、2D 地図の地

形要素の外形線を、高さが異なる場所で区切る等の前処理が必要となる。 

なお、属性データを付与する場合は、3D デジタルマップ作成前の 2D 地図の時点で必要とな

る属性を付加する方法が一般的である。 

 
図 ５－７ 「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成するパターンイメージ 

 

【パターン 2】「航空写真」や「点群データ」からダイレクトに 3D デジタルマップを作成 

 航空写真や点群データからダイレクトに 3D の地物を作成する方法である。局所の場合は、点

群データをモデリングソフトウェアに読込み、点群データの形状にそって 3D 図化・モデリング

する方法となる。また、航空写真をモデリングソフトウェアに読込み、主に道路や歩道などをモ

デリングする方法もある。広域の場合は、手動での作成は現実的ではなく、自動処理が前提とな

る。 

 点群データによるモデリングの場合、点群データの密度に依存するものの、詳細な形状を再現

できる方法であり、LOD2 以上のデータ作成にむいている。ただし、既存の法定図面（都市計画

基本図や道路台帳図）の 2D 図形との整合を考慮していないため、法定業務での利用のために

は、図形間の整合をはかる処理が必要となる。 

 航空写真からモデリングする場合、上空視界が確保されていることが前提となるため、樹木に

よって遮られている範囲や地下空間などは現実的ではない。 
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図 ５－８ 「点群データ」からダイレクトに 3D デジタルマップを作成するパターンイメージ 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）データ更新 

データ更新は、頻度（鮮度）が高い方が現実空間の再現性が高いものの、実現性（データ取得、

コスト等）と比較の上、定めていく必要がある。 

現在、東京都の都市計画基本図（2D デジタルマップ）は、概ね 5 年に 1 回の一括更新を行って

いるが、民間デジタル地図では 1 年に 1 回など随時更新、部分更新も行われていることから、予察

情報や更新情報として利用することも選択肢となる。なお、予察情報や更新情報としては、任意の

団体・機関が独自に変化箇所を収集している情報や各種センサーで取得された情報など、専用機材

でなくともデータ取得できる技術が普及している状況を鑑み、これらの取組みと連携することも考

 
図 ５－８ 「点群データ」からダイレクトに 3D デジタルマップを作成するパターンイメージ 

 
図 ５－９ 「点群データ」を使用した 3D デジタルマップの作成方法 

 

（略） 

（４）データ更新 

データ更新は、頻度（鮮度）が高い方が現実空間の再現性が高いものの、実現性（データ取得、

コスト等）と比較の上、定めていく必要がある。 

現在、東京都の都市計画基本図（2D デジタルマップ）や土地利用現況調査は、概ね 5 年に 1 回

更新されるため、このサイクルに 3D デジタルマップの更新を合わせる事で効率的な更新が可能で

ある。また毎年実施される家屋経年異動判読や、随時申請がされている建築計画概要書等の庁内他

部局保有データを変化情報として活用する事で、より短期に更新を行う事が可能になる。 
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慮する。また、今後はスマートシティ事業者等の民間が整備・取得する BIM／CIM、センシングデ

ータ等が流通することも期待され、これらのデータを更新素材として活用することも想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに国土地理院においては、地方公共団体の測量成果を流通させる枠組みとして、地方公共団

体が整備した公共測量成果を国土地理院への保管委託しワンストップで提供する取組みを推進して

おり、今後は都県境や基礎自治体の測量成果を活用しやすくなることが想定される。 

このような動向を踏まえ、3D デジタルマップを一括で更新する選択肢だけでなく、コスト・費

用対効果など持続可能性含めたバランスも考慮しながら、部分的なデータ更新を行うことも視野に

入れる。 

 
図 ５－１０ データ更新方法の内容と特徴 

 
図 ５－１１ データ更新方法の内容と特徴 

民間デジタル地図では 1 年に 1 回など随時更新、部分更新も行われていることから、予察情報や

更新情報として利用することも選択肢となる。なお、予察情報や更新情報としては、任意の団体・

機関が独自に変化箇所を収集している情報や各種センサーで取得された情報など、専用機材でなく

ともデータ取得できる技術が普及している状況を鑑み、これらの取組みと連携することも考慮す

る。また、今後はスマートシティ事業者等の民間が整備・取得する BIM／CIM、センシングデータ

等が流通することも期待され、これらのデータを更新素材として活用することも想定される。 

さらに国土地理院においては、地方公共団体の測量成果を流通させる枠組みとして、地方公共団

体が整備した公共測量成果を国土地理院への保管委託しワンストップで提供する取組みを推進して

おり、今後は都県境や基礎自治体の測量成果を活用しやすくなることが想定される。 

このような動向を踏まえ、3D デジタルマップを一括で更新する選択肢だけでなく、コスト・費

用対効果など持続可能性含めたバランスも考慮しながら、部分的なデータ更新を行うことも視野に

入れる。 

 
図 ５－１２ データ更新方法の内容と特徴 
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（5）品質管理の基本的な考え方 

   A)   都が整備・更新するデータの品質管理  

都が整備する 3D デジタルマップについては、「都市の 3D デジタルマップのためのデータ製品仕

様書（案）」に規定する品質要求及び品質評価手順に基づくことで、整備主体としての品質評価を

行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、2D デジタルマップに対して制度が確立している作業規程の準則（第 15 条）に定められ

た測量成果の検定（第三者機関による検定）は、現時点では 3D デジタルマップには適用されてお

らず、そのため、3D デジタルマップの品質認定（第三者検定）を行う仕組みはない。 

第三者検定については今後の制度化を待ちつつ、現状は整備主体としての品質評価を確実に実施

し、データ製品の信頼性確保に努めるものとする。 

（略） 

３．運用スキーム 

（略） 

（2）データ提供・管理 

整備した 3D デジタルマップは、公開可能なデータをオープンデータ化し、官民連携データプラ

ットフォームや東京都オープンデータサイト等で提供する（図 5-8 参照）。 

整備したデータを提供する際には、必要に応じて、属性情報や地物情報をフルスペック版から間

引いたデータとして提供する（図 5-8 参照）。 

 

 

 

（5）品質管理の基本的な考え方 

   A)   都が整備・更新するデータの品質管理  

都が整備する 3D デジタルマップについては、「都市の 3D デジタルマップのためのデータ製品仕

様書（案）」に規定する品質要求及び品質評価手順に基づくことで、整備主体としての品質評価を

行うことができる。 

表 ５－４  3D デジタルマップの製品仕様書 品質要求及び品質評価手順の記載例 

 
ただし、2D デジタルマップに対して制度が確立している作業規程の準則（第 15 条）に定められ

た測量成果の検定（第三者機関による検定）は、現時点では 3D デジタルマップには適用されてお

らず、そのため、3D デジタルマップの品質認定（第三者検定）を行う仕組みはない。 

第三者検定については今後の制度化を待ちつつ、現状は整備主体としての品質評価を確実に実施

し、データ製品の信頼性確保に努めるものとする。 

（略） 

３．運用スキーム 

（略） 

（2）データ提供・管理 

整備した 3D デジタルマップは、公開可能なデータをオープンデータ化し、官民連携データプラ

ットフォームや東京都オープンデータサイト等で提供する（図 5－１３参照）。 

 

A) オープンデータに関する留意点 

土地や建物の資産等をデータ化する際に、一般に配慮すべき事項を表 ５-５に示す。 

特に高いレベルのセキュリティが要求される施設については、その施設の敷地範囲が、防犯上の

配慮が必要となるエリアになるため、データ化の可否やデータ化した際の機密保持、セキュリティ

確保の観点からの配慮が必要となる。 

No C01 

品質要求 データ製品内に、gml:id が同一となるインスタンスがない。 

品質要素 完全性・過剰 

品質適用範囲 データ製品内の全ての gml:id をもつインスタンス。 

品質評価尺度 
インスタンスに与えられた gml:id と同じ gml:id をもつ他のインスタンスがデータ
製品内に存在しない。 

適合品質水準 エラー数が 0 なら合格、1 以上なら不合格。 

品質評価手法 
全数・自動検査を実施する。 
1．データ製品に含まれる全てのインスタンスについて、gml:id の値が同じインス
タンスの数をエラーとして数える。 
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表 ５－５ 土地・建物等の資産をデータ化する際に配慮すべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の特性 想定される施設の例 屋外部分 屋内部分 配慮すべき事項 

セキュリテ

ィレベル高

い公共施設 

 警察署、裁判所、刑

務所 

 防衛施設、発電所 

 空港、港湾施設、鉄

道施設 

 関係者以外立ち入

り禁止エリア 

 特に防犯上の配慮

が必要な敷地範囲 

 一般の利用者は立

入禁止のフロア

や、通行禁止の通

路など 

 データ化の可否やデータ化

した際の取扱いについて、

機密保持、セキュリティ確

保の観点から配慮が必要 

 原則、データの公開は不可 

機密性の保

持が求めら

れる施設 

 公共施設や商業施

設のバックヤード

（施設関係者のみ

立入可能な区域） 

 職員専用の出入口

（業務用出入口） 

 一般の利用者は立

入禁止のフロア

や、通行禁止の通

路など 

 施設の防犯上の観点から、

データ化に際して配慮が必

要 

 個人の所有する住

居や施設 

 個人の所有する住

宅の出入口（玄関・

勝手口） 

 個人の所有する住

宅の居室内 

 防犯上の観点に加え、プラ

イバシー保護の観点からも

配慮が必要 

上記以外の

施設 
 一般の利用者が使

用する公共施設

（鉄道駅・市民ホ

ール・市役所） 

 一般の利用者が使

用する出入口 

 一般の利用者が利

用する通路 

 データ化することに、特段

の配慮すべき事項はない。 

ただし、屋内部分のデータ

化に際しては、施設管理者

の許諾や調整が必要となる 
 一般の利用者が使

用する民間施設

（デパート、映画

館、地下街） 

 公道から見える範

囲に設置された出

入口 

 駅、デパートなど

の一般の人が利用

できる通路 
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また、土地や建物に関係する法令による規則の情報や、現況の情報、シミュレーション予測情報

を対象に、資産価値に与える影響、および、その公開可否についての方針を表 ５-６に示す。 

表 ５－６ 情報の種類による取得データの公開可否の方針（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、オープンデータ化を図る際に、提供用データのアクセス権の検討において考慮すべき課題

を表 ５-７に示す。 

考慮すべき観点として、パーソナルデータ、防犯セキュリティ、権利関係の観点をあげ、オープ

ンデータ化を図る際に留意すべき事項と想定される解決策、3D 都市モデルにおける解決策を整理

したものとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報の種類 特性 具体例 
取得データの公開可否の 

方針（案） 

法令による規

制 

（建築基準法 

ほか） 

 法令に基づき、地方自治

体の首長により指定さ

れる区域 

 都市計画法、建築基準法

の法令に基づく制限 

 土砂災害警戒区域 

 津波災害特別警戒区域 

 都市計画道路境界線   

ほか 

 公開可 

 ただし、対象となる情報の管理者

と、公開する際の条件等の確認や調

整が必要となる。例えば、取扱いに

配慮が必要な情報（センシティブな

情報）などは、小縮尺地形図上での

公開は可能とするが、大縮尺・中縮

尺では公開しないなどが想定され

る。 

現況 

（通常の屋外

で確認できる

もの（公道上か

ら見える状態

にあるもの）） 

 土地や建物の状態が、沿

道から視認できる 

 土地の利用状況 

 建物の用途、構造、階数 

ほか 

 公開可 

 原則として、誰しも公道上から視認

できるものであり、データ化して公

開する事は差支えないものと考え

られる。 

シミュレーシ

ョン予測 

（浸水想定ほ

か） 

 シミュレーションによ

る予測値は、設定する与

条件により計算結果が

変わる 

 シミュレーション結果

が示す空間範囲の位置

正確度の取扱には注意

が必要 

 予測浸水深（○メート

ル） 

 浸水深（○メートル） 

ほか 

 公開可（但し、個々の建物の属性情

報としては非公開） 

 シミュレーションに基づき想定さ

れる災害の規模や想定される範囲

は、条件により変わることや、その

範囲の位置精度も取扱いに注意が

必要であるため 
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表 ５－７ 情報の種類による取得データの公開可否の方針（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B) データ提供版の方向性 

3D デジタルマップを構成する個々の建物に関する属性情報の公開可否は、その内容が公表され

ることによる影響に基づき判断する必要がある。例えば、建物現況調査は、個々の建物の不動産価

値等の算定を目的とした調査ではないにも関わらず、その結果を公開することで、個人の所有する

資産価値に影響を与える可能性がある。また、災害ハザード情報は、個々の建物に対する想定され

るリスクを解析したものではなく、浸水想定範囲を面的に解析したものであり、特に、その境界付

近においては、想定されるリスクに情報のあやふやさを含むものとなる。 

一方で、提供可能な個々の建物に対する属性値を集計もしくは解析等に用いることや、その結果

を公開することは可能（「提供加工版」を想定）であると考えられることから、属性値そのものは

考慮すべき観点 
オープンデータ化を図

る際の留意事項 
対応策 

３D デジタルマップにおける解決

策（案） 

パーソナルデータ 

（個人を特定する

情報） 

 顔が判読できる 

 個人が特定できる 

 プライバシーの確保 

 個人情報保護 

 対象データのクレンジン

グする（画像解像度を調

整） 

 顔等マスキングしたテクスチャ

を用いる 

パーソナルデータ 

（資産に関する情

報） 

 個人所有資産の特定 

 資産価値への影響 

 想定に基づく想定値、解析

による推定値や法令上の

規制情報（建築制限等）な

どの資産価値に影響を与

える情報について、利用者

に応じたアクセス権の設

定を行う 

 資産価値に影響を与える情報に

ついて、利用者に応じたアクセス

権の設定を行う 

 想定に基づく想定値、解析による

推定値の扱いについて配慮する

（原則、非公開とする） 

セキュリティ 

（個人の施設、表

札、防犯カメラ設置

位置） 

 個人所有資産の特定 

 防犯上のリスク 

 個人所有資産の特定や、防

犯上のリスクにつながる

情報をクレンジングする 

 資産価値に影響を与える情報に

ついて、利用者に応じたアクセス

権の設定を行う 

 防犯カメラ等マスキングしたテ

クスチャを用いる 

対象データの権利

等 
 対象データの著作権 

 二次的著作物の作成

と第三者提供 

 使用権（利用権） 

 素材データ提供者に著作

者人格権の行使をしない

旨の承諾を得る 

 二次的著作物の作成と、そ

の第三者提供が可能とな

るようなライセンス契約

の締結 

 素材データ提供者の事業が継続

可能なスキームの構築が必要 

市町村の独自情報 
 市町村の制定する個

人情報保護条例 

 対象市町村の想定する個

人情報保護条例に沿って、

公開情報を制限する 

 資産価値に影響を与える情報に

ついて、利用者に応じたアクセス

権の設定を行う 

 対象市町村の制定する個人情報

保護条例に沿ったフィルタリン

グをかけた情報にする 
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公開しない集計・解析的な使い方や二次的利用として、グルーピングした主題図により公開する場

合は公開を許容すべきである。 

上記の点を踏まえ、提供用データの利用範囲（アクセス権）の観点で整理したものを図 ５- １４

に示す。これらは、情報が公開されることによる個人情報の観点、防犯上の観点、資産価値に与え

る影響の観点から、提供用データの種別や属性情報の種類に応じてアクセス権が設定されている。 

 また、提供用データの加工区分ごとのアクセス権を精緻化するためデータを「地物データ群」

と「属性群」に分けている。地物データ群については、建築物、道路、橋梁、トンネル、都市付属

物、植生、地形（起伏）、水部について、それぞれアクセス権を設定する。属性群については、災

害ハザードや土地利用現況などの属性情報の確からしさや公表されることによる影響の観点に着目

してアクセス権を設定する。 

フルスペック版（都全域版）とは別にマスターデータ版を定義する。マスターデータ版は高機密

情報（安全保障に係る施設等）や個人情報関連データが含まれるため、非公開・クローズド管理と

し、マスターデータの管理者のみがアクセス・編集可能とする。 

提供フォーマットはデータ流通性に配慮し、PLATEAU や G 空間情報センターで公開されているフ

ォーマット、都の共通ルールやデジタルツイン検討などを踏まえて統一のデータ形式とする。 
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C) データアクセス権の方針 

3D デジタルマップの形状は、その詳細度が向上するほど、建物形状などの構造が明らかになる

ため、所有者のセキュリティやプライバシー保護の観点で考慮が必要となる。 

上記の観点から、地物に応じたアクセス権の方針を表 ５-８に示す。 

表 ５－8 地物の種類に応じたアクセス権の方針（案） 
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 3D デジタルマップの個々の建物形状に付与される属性情報について、その情報の確からしさ

や、公表されることによる影響の観点で考慮が必要となる。属性情報の内容に応じたアクセス権の

方針を表 ５- 9 に示す。 

 

表 ５－９ 属性情報の内容に応じたアクセス権の方針（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

属性情報の種類 属性情報の内容（例） アクセス権の視点 

災害ハザード情

報 

 土砂災害警戒区域 

（区域区分・現象区

分） 

 浸水想定区域 

（浸水深・浸水ラン

ク・継続時間） 

 津波浸水想定区域 

（浸水深・浸水ラン

ク） ほか 

 個々の建物に対する想定されるリスクを解析したものではなく、浸

水想定範囲を面的に解析したものであり、特に、その境界付近にお

いては、想定されるリスクに情報のあやふやさを含むため、一般利

用者のアクセス権については慎重に判断していく必要がある。 

 ただし、集計・解析的な使い方（属性値そのものを公表しない）や、

二次的利用としてグループ化した主題図により公開するなどの利

用方法は、許容できるため、予め利用申請者の使用目的・使用方法

を審査した上で、アクセスを認めるなど考慮する必要がある。 

土地利用現況  図形面積 

 土地利用分類 

 区市町村名称、町丁

目名称 ほか 

 個人の資産価値を特定につながる個人情報の観点から問題が生じ

る可能性があるため、アクセス権については、慎重に判断していく

必要がある。個人の資産価値を特定につながる個人情報の観点から

問題が生じる可能性があるため、アクセス権については、慎重に判

断していく必要がある。 

 ただし、集計・解析的な使い方（属性値そのものは表に出ない）や、

二次的利用としてグループ化した主題図により公開することは許

容できるため、予め利用申請者の使用目的・使用方法を審査した上

で、アクセスを認めるなど考慮する必要がある。 

都市計画情報  用途地域 

 高度地区 

 防火及び準防火地域 

 地区計画 ほか 

 一般に公開されている情報であれば、一般利用者含め、全ての利用

者にアクセスを認めても差し支えないと考えられる。一般に公開さ

れている情報であれば、一般利用者含め、全ての利用者にアクセス

を認めても差し支えないと考えられる。 

 ただし、都市計画レイヤ（情報種別）によっては、個人の所有する

資産価値に影響する可能性があるため、配慮が必要である。 

建物現況  図形面積 

 建物階数 

 建物構造 

 建物用途分類 

 延べ面積  

 区市町村名称、町丁

目名称 ほか 

 建物現況調査は、個々の建物の不動産価値等の算定を目的とした調

査ではないため、その結果を公開することで、個人の所有する資産

価値に影響を与える可能性があるため、一般利用者のアクセス権に

ついては慎重に判断していく必要がある。 

 ただし、集計・解析的な使い方（属性値そのものを公表しない）や、

二次的利用としてグループ化した主題図により公開するなどの利

用方法は、許容できるため、予め利用申請者の使用目的・使用方法

を審査した上で、アクセスを認めるなど考慮する必要がある。 
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地物データ群、属性群に対するアクセス権の方針に基づき、フルスペック版・提供加工版・オー

プンデータ版・災害時提供版のアクセス権を表 ５－10 に示す。 

 

表 ５－１０ 提供用データのアクセス権区分 

※データの利用方法やユースケースにより地物の種類ごとにアクセス権は可変 

 

提供加工版は、3D デジタルマップの活用可能性を拡げ、その利用を促進するため、様々な立場

の利用者（産学官）を想定する必要がある。 

このため、利用者の申請に基づく利用目的・方法・公開（公表）方法の内容が、一義的には、提

供加工版の利用許諾ポリシーに抵触してしまうような利用方法であっても、本来の利用目的（使用

方法）を阻害しない範囲で、地物データのマスキング処理や、属性データの加工処理をすること

で、利用可能とすることも想定する必要がある。 

想定される加工処理の手法例を表 ５-11 に示す。 

 

 

アクセス権 アクセス権の内容（※） 備考 

a  条件による制約なくフ

ルアクセス可能 

 アクセス権「b」について 

 3Dデジタルマップの活用可能性を拡げ利用を促進する側面と、

一方で、個人情報保護やプライバシーの権利保護の観点、不確

定さ含む情報を個々の建物に紐付けて公表することのリスクを

踏まえて設定している。 

 従って、可能な限り提供可能な属性情報を用いた解析等は可能

だが、その結果を公表する際に、これらの属性情報を一般に判

明する形での方法を不可とする。具体的な想定例を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b  個々の建物に関する属

性は公表しない条件（属

性値を集計・解析するこ

と）を満たす場合に限り

アクセス可能 

c  どの様な条件であって

もアクセス不可 （想定例）東京都 3D デジタルマップを活用し、市街地火災の延

焼シミュレーションを実施する場合 

 延焼シミュレーションの際、街区を構成する一戸一戸の建

物の建物構造や建物用途の固有の属性情報を活用して解析

することは可能 

 延焼シミュレーションの結果を GIS データ等で公表する

際、解析に使用した一戸一戸の建物の建物構造や建物用途

などの固有の属性が判明する内容や状態で公表することは

不可 

 一戸一戸の建物の情報が判明しない状態で公表したり、街

区ごとの特性を象徴する建物構造や建物用途に一般化した

りするなどの加工処理をして公表することは可能 
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表 ５－１１ 加工処理の手法例 

 

 

D) 整備データ概要 

マスターデータ・フルスペック版・区市町村版・提供加工版・オープンデータ版・災害時提供版

のデータ概要と想定利用者を表 ５- 12 に示す。 

 

 

情報の種類 解説 

項目削除 
加工対象となる個人情報データベース等に含まれる個人情報の項目を削除するもの。例え

ば、年齢のデータを全ての個人情報から削除すること。 

レコード削除 
加工対象となる個人情報データベース等に含まれる個人情報のレコードを削除するもの。

例えば、特定の年齢に該当する個人のレコードを全て削除すること。 

セル削除 
加工対象となる個人情報データベース等に含まれる個人情報の特定のセルを削除するも

の。例えば、特定の個人に含まれる年齢の値を削除すること。 

一般化 
加工対象となる情報に含まれる記述等について、上位概念若しくは数値に置き換えるこ

と。例えば、購買履歴のデータで「きゅうり」を「野菜」に置き換えること。 

トップ（ボトム） コ

ーディング 

加工対象となる個人情報データベース等に含まれる数値に対して、特に大きい又は小さい

数値をまとめることとするもの。例えば、年齢に関するデータで、80 歳以上の数値データ

を「80 歳以上」というデータにまとめること。 

レコード一部抽出 
加工対象となる個人情報データベース等に含まれる個人情報の一部のレコードを（確率的

に）抽出すること。いわゆるサンプリングも含まれる。 

項目一部抽出 
加工対象となる個人情報データベース等に含まれる個人情報の項目の一部を抽出するこ

と。例えば、購買履歴に該当する項目の一部を抽出すること。 

ミクロアグリゲーシ

ョン 

加工対象となる個人情報データベース等を構成する個人情報をグループ化した後、グルー

プの代表的な記述等に置き換えることとするもの。 

丸め（ラウンディン

グ） 

加工対象となる個人情報データベース等に含まれる数値に対して、四捨五入等して得られ

た数値に置き換えることとするもの。 

データ交換（スワッ

ピング） 

加工対象となる個人情報データベース等を構成する個人情報相互に含まれる記述等を（確

率的に）入れ替えることとするもの。例えば、異なる地域の属性を持ったレコード同士の

入れ替えを行うこと。 

ノイズ（誤差）付加 
一定の分布に従った乱数的な数値等を付加することにより、他の任意の数値等へと置き換

えることとするもの。 

疑似データ生成 
人工的な合成データを作成し、これを加工対象となる個人情報データベース等に含ませる

こととするもの。 
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表 ５－１2 各データ版の概要と想定利用者 

 
 

下表にそれぞれのデータ版に含まれる地物詳細度を表 ５- 13 に示す。 

表 ５－１３ 都市の３Ｄデジタルマップ格納地物一覧 

 
データ提供にかかる事業については、都が自ら実施するだけでなく、東京データプラットフォー

地物 
マスター 

データ 

フルスペッ

ク版 
区市町村版 提供加工版 

オープン 

データ版 

災害時 

提供版 

建築物 ◎ ◎ ◎ 〇 △ ◎ 

都市設備 ◎ ◎ ◎ 〇 △ ◎ 

汎用都市オブジェクト □ □ □ □ □ □ 

土地利用 □ □ □ □ □ □ 

地形 □ □ □ □ □ □ 

道路 ◎ ◎ ◎ 〇 △ ◎ 

植生 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

水部  □ □ □ □ □ □ 

都市計画決定情報 □ □ □ □ □ □ 

橋梁 ◎ ◎ ◎ 〇 △ ◎ 

トンネル ◎ ◎ ◎ 〇 △ ◎ 

地下埋設物 □ □ □ □ □ □ 

◎：整備対象 LOD 全てのレベル 〇：整備対象 LOD 全てのレベル(個々の施設に関する属性は公表しない・地

物の詳細度が高くなることによるセキュリティ/プライバシーの観点においても配慮が必要) △：LOD2 レベル

まで（LOD0,1,2 または LOD1,2、LOD2） □：LOD1 レベルのみ 
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データ提供にかかる事業については、都が自ら実施するだけでなく、官民連携データプラットフ

ォーム運営主体など民間と連携して実施することも考えられる。特に、官民連携データプラットフ

ォームにおいては、データのダウンロードによる提供以外に、3D デジタルマップをウェブ・クラ

ウドサービスとして配信するなどの役割も期待されるところである。 

 
図 ５－１１ 整備データの活用・連携・提供スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ム運営主体など民間と連携して実施することも考えられる。特に、東京データプラットフォームに

おいては、データのダウンロードによる提供以外に、3D デジタルマップをウェブ・クラウドサー

ビスとして配信するなどの役割も期待されるところである（図 ５-１３）。 

  
図 ５－１3 整備データの活用・連携・提供スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各データ版（マスターデータ・フルスペック版・区市町村版・提供加工版・オープンデータ版・
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図 ５－１２ 提供用のデータ加工イメージ 

 

 

（略） 

 

 

災害時提供版）におけるアクセス可能な情報概要を図 ５-１４に示す。 

 
図 ５－１４ 提供用のデータ加工イメージ 

 

（略） 

 



新旧対照表 

第６章 整備・更新・提供にかかるルール                                          （赤字は改正部分） 

~ 61 ~ 

 

 

現行 改定後 

１． ３Ｄデジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール 

3D デジタルマップの整備・更新・提供においては、3D デジタルマップの整備・更新・提供主体

となる 3D デジタルマップ提供者を中心とし、それぞれのステークホルダーが配置され、その間で

やり取りするデータの仕様、知的財産権、個人情報保護等のオープン化の方針などのルール化が必

要となる。 

必要となるルールは、大きく分けて「データ仕様」、「法的」、「運用」とし、本章では主に法的に

関わる個人情報保護・プライバシー、知的財産権に係るルールと、データ仕様及び運用に関わる利

用及び第三者提供に係るルールを対象とし、考え方を示すものとする。 

 
図６－１ 3D デジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール（図 5-1 再掲） 

 

 

 

 

１． ３Ｄデジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール 

3D デジタルマップの整備・更新・提供においては、3D デジタルマップの整備・更新・提供主体

となる 3D デジタルマップ提供者を中心とし、それぞれのステークホルダーが配置され、その間で

やり取りするデータの仕様、知的財産権、個人情報保護等のオープン化の方針などのルール化が必

要となる。 

必要となるルールは、大きく分けて「データ仕様」、「法的」、「運用」とし、本章では主に法的に

関わる個人情報保護・プライバシー、知的財産権に係るルールと、データ仕様及び運用に関わる利

用及び第三者提供に係るルールを対象とし、考え方を示すものとする。 

図６－１ 3D デジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール（図 5-1 再掲） 

 

 

想定されるリソース提供者として現地計測（データ取得者）委託、プロダクト販売者、庁内・そ

の他行政機関、施設管理者の 4 つのプレーヤーを想定した（表 ６-１）。 
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表６－１ リソースデータ提供関係者一覧図 

 

 

 

リソースデータ提

供関係者 

想定される 

リソース提供者 

想定されるリソース提供者の例 

（提供リソースの例） 

リソースデータに対する権利 

（著作権・使用権・二次利用） 

現地計測（データ

取得者）委託 

3D デジタルマッ

プ提供者から委託

する委託先事業者 

 測量業者 

（航空写真、航空レーザ、MMS

点群ほか） 

 （株）ミッドマップ東京 

（DSM・経年変化箇所情報

等・都市計画基本図 ほか） 

 3D デジタルマップ提供者が、

リソースデータの著作権（所

有権）を有する 

プロダクト販売者 プロダクトに対す

る利用権（使用権）

を販売する事業者 

 （株）NTT データ 

（高精細地形ﾃﾞｰﾀ・ﾋﾞﾙﾃｨﾝｸﾞ

3D ﾃﾞｰﾀ） 

 （株）ゼンリン 

（3D 都市ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ・広域 3 次

元ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ） 

 （株）キャドセンター 

（REAL 3DMAP） 

 ライカジオシステムズ（株） 

（ｵﾙｿ画像・LiDAR 点群・3D 都

市モデル） 

 VEXCEL DATA PROGRAM 

（DSM・True Ortho 画像・

Oblique 画像） 

 3D デジタルマップがリソース

データの二次的著作物にあたる

場合 

 リソースデータの著作権は、リソ

ースデータ提供関係者に帰属 

 リソースデータの使用許諾のみを

3D デジタルマップ提供者が得る 

 3D デジタルマップは、リソース

データの二次的著作物となるた

め、二次利用（二次的著作物の作

成、第三者への提供ほか）は、リ

ソースデータ提供者関係者の承諾

が必要となる 

 3D デジタルマップがリソース

データの二次的著作物にあたら

ない場合 

 リソースデータの著作権

は、リソースデータ提供

関係者に帰属 

 3D デジタルマップの著

作権は、3D デジタルマ

ップ提供者に帰属する 

 二次利用に係る一切は、

3D デジタルマップ提供

者の判断により可能とな

る 

庁内・その他行政

機関 

庁内 

国機関・市町村そ

の他行政機関 

都市整備局（土地利用現況調

査） 

主税局 

（撮影成果・家屋経年異動判読

情報） 

国土交通省都市局

（PLATEAU） 

国機関・市町村その他行政機関 

（道路台帳図・航空写真・航空

レーザー・MMS 点群 ほか） 

施設管理者 民間事業者 施設所有者（BIM データ・CIM

データ） 

インフラ事業者（地下施設） 
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ここで、3D デジタルマップのデータリソースとの関係について着目すると、3D デジタルマップ

が、リソースデータの二次的著作物に該当するか、否かについては、リソースデータの種類に応じ

て決まり、3D デジタルマップの二次利用や提供にあたり、リソースデータ提供者への許諾等が必

要なる場合と、そうでない場合が生じる（表 ６-1）。具体的には、図 ６-２に従う。 

 

図６－２ 3D デジタルマップのデータリソースとの関係 
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現行 改定後 

2.個人情報保護・プライバシーに係るルール 

（中略） 

計測データの取得時として、カメラ付き LIDAR やドローンによる計測など画像取得を行う手法

の場合には、通行人の映り込みや表札情報などの個人情報を取得する場合がある。これら計測デー

タは 3D デジタルマップを整備・更新するための素材であり、個人情報保護法上の個人データある

いは保有個人データには該当しないが、第三者に提供しないなどその取扱いには留意する必要があ

る。プライバシーの観点からは、通常の人の目の高さより高い位置で撮影する場合には、撮影位

置、屋内等が映り込む内容、画像解像度について配慮が求められる。 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図形情報に属性情報を紐付ける場合、紐付けする属性情報が個人情報に該当する場合は、個人情

報保護法や行政機関個人情報保護法に基づいた取扱いが必要となる。保有する個人情報は、取得目

的の範囲内での利用に留める、統計処理を行う、匿名加工情報とするなどの対応が必要である。ま

た、属性情報だけでは個人情報でない場合であっても、図形情報に紐付けされることにより建物や

2.個人情報保護・プライバシーに係るルール 

（中略） 

計測データの取得時として、カメラ付き LIDAR やドローンによる計測など画像取得を行う手法

の場合には、通行人の映り込みや表札情報などの個人情報を取得する場合がある。これら計測デー

タは 3D デジタルマップを整備・更新するための素材であり、個人情報保護法上の個人データある

いは保有個人データには該当しないが、第三者に提供しないなどその取扱いには留意する必要があ

る。プライバシーの観点からは、通常の人の目の高さより高い位置で撮影する場合には、撮影位

置、屋内等が映り込む内容、画像解像度について配慮が求められる。表 ６- 2 にデータリソースが

パーソナルデータに当たる場合の事例を示す。 

表６－２ 個人情報該当データ一覧図 

 
（中略） 

 

図形情報に属性情報を紐付ける場合、紐付けする属性情報が個人情報に該当する場合は、個人情

報保護法や行政機関個人情報保護法に基づいた取扱いが必要となる。保有する個人情報は、取得目

的の範囲内での利用に留める、統計処理を行う、匿名加工情報とするなどの対応が必要である。ま

た、属性情報だけでは個人情報でない場合であっても、図形情報に紐付けされることにより建物や

項目 
個人情報の

基準 
計測向き 

パーソナルデータに該当し

ない 

パーソナルデータに該当する可能性

がある（※顔画像を粗くするなど公

開時に処理が必要） 

画像 

データ 

具体的な人

物の顔が判

読できる 

上空からの計測 

 航空写真 

 UAV で撮影した空中写

真のうち顔が写っていな

いもの 

 UAV で撮影した空中写真のうち

顔が写っているもの 

（地上解像度 5cm より高解像度

の場合、顔判読が可能か確認が必

要） 

側面からの計測 － 

 MMS 写真 

 台車型計測機器から取得した写真 

 バックパック計測機器から取得し

た写真 

点群 

データ 

顔認識デー

タになりう

る 

上空からの計測 
 航空レーザ計測 

 UAV レーザ計測 
 － 

側面からの計測 

 MMS レーザ計測 

 台車型レーザ計測 

 バックパックレーザ計測 

（400～1,600 点/㎡） 

■今後、技術の進歩により 1600 点

/㎡以上の点群計測が可能になる場

合は、顔認証データ※となりうるか

歩行姿勢などの分析が可能か検証が

必要である。 
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現行 改定後 

位置が特定されることになるため、他の情報と照合することで容易に個人を識別しやすくなる場合

があるため、留意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位置が特定されることになるため、他の情報と照合することで容易に個人を識別しやすくなる場合

があるため、留意が必要である。 

ここで、あらためて、プライバシー保護の大原則と、プライバシーリスク特定の視点を示す。 

■プライバシー保護の原則（大原則） 

１ 当事者の原則 

２ 同意取得の原則（オプトイン/アウト） 

３ 提供制限の原則（利用者に一定の資格） 

４ 再提供制限の原則（勝手に再提供できない） 

５ パーソナルデータの原則（対象範囲の定義） 

６ 透明性の原則（どう使われているかが分かる） 

７ 本人関与の原則（開示/訂正/削除を求められる） 

（出典：第 3 回 スーパーシティ/スマートシティにおけるデータ連携等に関する検討会 森委

員提出資料） 

 その他のプライバシーリスク特定の視点として、以下のようなものが考えられる。 

・許可されていないアクセスがあるか。（機密性の喪失） 

・許可されていない変更がなされるか。（完全性の喪失） 

・許可されていないデータ持ち出しがあるか。（可用性の喪失） 

・目的の達成に必要以上の取得をしていないか。 

・認められていない／不必要な紐づけがされていないか。 

・利用者の権利（開示請求など）への考慮が欠如していないか。 

・利用者の認識又は同意なしに処理することはないか。 

・その他潜在的なプライバシーリスクはないか。 

さらに、図 ６-３にデータの組み合わせによる波及的に個人情報が特定されるリスクを示す。 

 提供加工版やオープンデータ版を提供する際、個々の単一のデータセットでは、個人情報

の保護や、プライバシー等の権利保護の観点で問題がないデータであっても、2 つ以上の

異なるデータセットを組み合わせることで、波及的に個人情報の特定につながる場合や、

プライバシーの侵害となる場合（例えば、個人が所有する資産の特定など）がある。 

 データ提供・公開にあたり、このような想定に基づき、提供・公開する属性情報等の精査

や、リスク管理を行う必要がある。 
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現行 改定後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図形情報に建物のテクスチャ画像を付与する場合、当該テクスチャ画像の解像度や内容によって

はプライバシーに配慮した対応が必要である。 

さらに、3Ｄデジタルマップにおいて、パーソナルデータを取り扱う場合は、官民連携データプ

ラットフォームにおける方針等ともあわせて対応する。また、個人情報保護法は 2020 年 6 月に改

正されており、例えば、第三者に提供する場合に提供先において個人識別できる可能性がないかな

ど、改正個人情報保護法も踏まえた対応が必要となる。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図６－３ 波及的な個人情報の特定リスク 

 

図形情報に建物のテクスチャ画像を付与する場合、当該テクスチャ画像の解像度や内容によって

はプライバシーに配慮した対応が必要である。 

さらに、3Ｄデジタルマップにおいて、パーソナルデータを取り扱う場合は、東京データプラッ

トフォームにおける方針等ともあわせて対応する。また、個人情報保護法は 2020 年 6 月に改正さ

れており、例えば、第三者に提供する場合に提供先において個人識別できる可能性がないかなど、

改正個人情報保護法も踏まえた対応が必要となる。 

 

（中略） 

 

また、3D デジタルマップは安全保障上、警備上の観点から整備データに制限が必要となる。そ

こで、国の安全保障又は警備上の観点から国土交通省都市局にて、自衛隊施設や重要施設等につい

てデータ整備をしないことなどの制限を盛り込んだ「３D 都市モデル標準作業手順書」の改訂版が

提供予定であるため、これらの内容にも従う必要がある。 

下記に、「３D 都市モデル標準作業手順書」における具体的な対応方針を示す。 

 

■対応方針 

全国の３D 都市モデルの該当施設について、下記のようなデータ作成の制限を行う（図 ６- ５）。 

①自衛隊施設や重要施設等についてデータ整備をしないこと 
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現行 改定後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

（ドローン規制法上の規制対象に原則従う） 

②裁判所施設、警察施設、刑務所、在外公館等について、管理者の同意を得ずに LOD3 以上のデー

タを整備しないこと 

③空港施設について、管理者の同意を得ずに LOD4 データを整備しないこと 

（確認的規定） 

※参考資料 「３D 都市モデル標準作業手順書」への記載（案） 

図６－５ 安全保障上、警備上の観点から整備データの制限 

 

（略） 
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現行 改定後 

4. 利用及び第三者提供に係るルール 

（１） 利用及び第三者提供を行うための事前に取り決めるべきルール 

利用及び第三者に提供する場合は、データ作成者がその権利を有する必要があるため、データ整

備段階からライセンス等を調整する必要がある。 

データ整備の過程において、素材となるデータを利用した場合の二次的著作物の取扱いや利用可

能な範囲について、素材データ提供者との協議調整が必要となる。 

整備した 3D デジタルマップの利用範囲等の権利関係については、一般的な他のデータ整備や委

託等と異なるものではないが、権利関係、責任分界点等について取り決めが必要となる。 

また、オープンデータ化など第三者の提供にあたっては、データ利用者が誤解なく安心して利用

できるよう、許諾範囲や品質などを分かりやすく伝える必要があり、利用許諾範囲に応じた配信方

法や情報セキュリティ対策が必要となる。 

 

（略） 

 

 

（２） 第三者に提供する方法 

第三者へのデータの提供方法としては、「ダウンロード提供」、「利用許諾提供」、「災害時提供」

及び「Web 配信」の 4 つが想定される。 

このうち「ダウンロード提供」は必須の実施事項であるが、災害時に速やかにデータ提供できる

仕組みとする「災害時提供」は優先度高く、また、その他の提供方式については「ダウンロード提

供」後の利用者のニーズや提供に係る体制等を踏まえながら実施を検討する。 

これらのダウンロード提供等を実現する手法としては、オープンデータカタログサイトへのデー

タ掲載、各種データハブ、官民連携データプラットフォームを活用したデータ提供・連携も考えら

れる。 

（略） 

 

 

 

（３） オープンデータ提供時のライセンスの考え方 

オープンデータとして提供するデータは、3D デジタルマップは著作物として取り扱うことがで

きるため、東京都のオープンデータ利用規約に基づいて対応を行う。 

4. 利用及び第三者提供に係るルール 

（１） 利用及び第三者提供を行うための事前に取り決めるべきルール 

利用及び第三者に提供する場合は、データ作成者がその権利を有する必要があるため、データ整

備段階からライセンス等を調整する必要がある。 

データ整備の過程において、素材となるデータを利用した場合の二次的著作物の取扱いや利用可

能な範囲について、素材データ提供者との協議調整が必要となる。特に、素材データ提供者によっ

ては、二次的著作物の作成や第三者提供の許諾について、配布媒体の種類や内容、あるいは、商業

利用か否か等により、条件を取り決める必要があるため、注意を要する。 

整備した 3D デジタルマップの利用範囲等の権利関係については、一般的な他のデータ整備や委

託等と異なるものではないが、権利関係、責任分界点等について取り決めが必要となる。 

また、オープンデータ化など第三者の提供にあたっては、データ利用者が誤解なく安心して利用

できるよう、許諾範囲や品質などを分かりやすく伝える必要があり、利用許諾範囲に応じた配信方

法や情報セキュリティ対策が必要となる。 

（略） 

 

（２） 第三者に提供する方法 

第三者へのデータの提供方法としては、「ダウンロード提供」、「利用許諾提供」、「災害時提供」

及び「Web 配信」の 4 つが想定される。 

このうち「ダウンロード提供」は必須の実施事項であるが、災害時に速やかにデータ提供できる

仕組みとする「災害時提供」は優先度高く、また、その他の提供方式については「ダウンロード提

供」後の利用者のニーズや提供に係る体制等を踏まえながら実施を検討する。また、「利用許諾提

供」の提供方式の検討にあたり、許諾申請者の公開方法（提供方法）について、その内容の事前審

査を実施し、利用承諾条件を満たしているかを確認する手順を明確にしておくことが重要である。 

これらのダウンロード提供等を実現する手法としては、東京都オープンデータカタログサイトへ

のデータ掲載、各種データハブ、東京データプラットフォームを活用したデータ提供・連携も考え

られる。 

（略） 

 

（３） オープンデータ提供時のライセンスの考え方 

オープンデータとして提供するデータは、3D デジタルマップは著作物として取り扱うことがで

きるため、東京都のオープンデータ利用規約に基づいて対応を行う。 
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現行 改定後 

東京都オープンデータ利用規約では、「（1）クリエイティブ・コモンズ・ライセンス表示 4.0 国際

のもとでライセンスされているコンテンツを使用する場合」、「（2）コンテンツのライセンスがクリ

エイティブ・コモンズ・ライセンス表示 4.0 国際以外の場合」及び「（3）コンテンツ以外の著作物

の場合」に区分されている。 

オープンデータ版は CCBY4.0 に基づいてダウンロード提供、提供加工版や災害時協定に基づく

提供は、CCBY4.0 以外に基づく提供方法となる。 

なお、今後、提供するデータを拡張し、データベース形式でオープンデータとして提供する場合

は、ODbL（Open Database License）などとも互換が取れるよう表記することなどが必要となる。 

 

 

 

（４） データ流通に向けた考え方 

A) データ提供形式 

オープンデータとして提供するデータのフォーマットは、表 6-2 で示したとおり CityGML 形式

を想定している。利用者は CityGML 形式から、FBX 形式や SHP 形式などにフォーマット変換し

て利用している。そのため、標準的な交換ファイル形式に加えて、デファクトで利用されているフ

ォーマット形式での提供についての対応を検討する必要がある。 

もう一つの手段としては、データコンバータの提供が考えられるが、今後、CityGML 形式のデ

ータ流通が増え、かつ CityGML 形式でのデータ構造のばらつきがなくなれば、アプリケーション

による対応やコンバーターツールの普及も期待されることから、都はデータ提供することを優先す

るものとする。 

 

B) データクレンジング 

オープンデータとして提供するにあたっては、個人情報及びパーソナルデータに留意し、フルス

ペック版から下記のような加工を行うことも想定する。 

ただし、クレンジングを行うことによりユースケースでの利用性が下がることは本意ではない。

そのため、一般的に広く提供するためのクレンジングだけではなく、用途に合わせたオンデマンド

でのクレンジング処理も必要に応じて実施する。 

 

 

 

東京都オープンデータ利用規約では、「（1）クリエイティブ・コモンズ・ライセンス表示 4.0 国際

のもとでライセンスされているコンテンツを使用する場合」、「（2）コンテンツのライセンスがクリ

エイティブ・コモンズ・ライセンス表示 4.0 国際以外の場合」及び「（3）コンテンツ以外の著作物

の場合」に区分されている。 

オープンデータ版は CCBY4.0 に基づいてダウンロード提供、提供加工版や災害時協定に基づく

提供は、CCBY4.0 以外に基づく提供方法となる。 

なお、今後、提供するデータを拡張し、データベース形式でオープンデータとして提供する場合

は、ODbL（Open Database License）などとも互換が取れるようデュアルライセンスによる表記と

することなどが必要となる。また、その際は、オープンデータの利用者が混乱しないよう、デュア

ルライセンスが適用される範囲を明確に示すことが必要となる。 

 

（４） データ流通に向けた考え方 

A) データ提供形式 

オープンデータとして提供するデータのフォーマットは、表 6-2 で示したとおり CityGML 形式

を想定している。利用者は CityGML 形式から、FBX 形式や SHP 形式などにフォーマット変換し

て利用している。そのため、標準的な交換ファイル形式に加えて、デファクトで利用されている

FBX 形式や SHP 形式などのフォーマット形式での提供についての対応を検討する必要がある。 

もう一つの手段としては、データコンバータの提供が考えられるが、今後、CityGML 形式のデ

ータ流通が増え、かつ CityGML 形式でのデータ構造のばらつきがなくなれば、アプリケーション

による対応やコンバーターツールの普及も期待されることから、都はデータ提供することを優先す

るものとする。 

 

B) データクレンジング 

オープンデータとして提供するにあたっては、個人情報及びパーソナルデータに留意し、フルス

ペック版から表 6-5 のような加工を行うことも想定する。 

ただし、クレンジングを行うことによりユースケースでの利用性が下がることは本意ではない。

そのため、一般的に広く提供するためのクレンジングだけではなく、用途に合わせたオンデマンド

でのクレンジング処理も必要に応じて実施する。 
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表 ６－５ データクレンジングの事例 

 

 

 

 

 

C)オープンソースソフトウェア（OSS）への対応の考え方 

近年、3D デジタルマップにかかるオープンソースソフトウェア（OSS）も増えていく傾向にあ

り、Cesium 等の代表的な OSS については、公共・民間に限らず手軽に利用できるプラットフォー

ムとして認知されている。ソフトウェアのみならず、3D デジタルマップを内包したプラットフォ

ームとして OpenStreetMap（OSM）が有名であり、今後、都が 3D デジタルマップをオープンデ

ータ化した際には、データを定期的に取り込み、OSMとして提供されていることが想定される。

OSMは、コミュニティ活動での活用に限らず、マッパー（ボランティアの地図作成者）が日々デ

ータ作成・更新を実施することもあり、このような取組みと連携することで 3D デジタルマップの

活用が進むものと期待される。一方で、3D デジタルマップを OSM に取り込むには OSM上の既存

データとの整合性や定期的な更新の必要性、OSM が採用する ODbL ライセンスとの互換性確保な

どが課題としてあげられるため、利用及び第三者提供に係るルールの枠組みの中で、引き続き検討

が必要である。 

 

 

表 ６－５ データクレンジングの事例 

 

C)データベースのライセンスへの考え方 

3D デジタルマップを内包したプラットフォームとして OpenStreetMap（OSM）が有名であり、

今後、都が 3D デジタルマップをオープンデータ化した際には、データを定期的に取り込み、OSM

として提供されていることが想定される。OSMは、コミュニティ活動での活用に限らず、マッパ

ー（ボランティアの地図作成者）が日々データ作成・更新を実施することもあり、このような取組

みと連携することで 3D デジタルマップの活用が進むものと期待される。一方で、3D デジタルマ

ップを OSMに取り込むには OSM上の既存データとの整合性や定期的な更新の必要性、OSM が採

用する ODbL ライセンスとの互換性確保などが課題としてあげられるため、利用及び第三者提供に

係るルールの枠組みの中で、引き続き検討が必要である。 

 具体的な検討課題の一つに、3D デジタルマップをオープンデータ化する際のライセンスのあり

方（デュアルライセンス化）がある。 

現状の国土交通省 Project PLATEAU におけるライセンスの扱いについては、「政府標準利用規約

（第 2.0 版）に準拠」とされており、これは、クリエイティブ・コモンズ・ライセンスの表示 4.0

対象データ データクレンジングの内容例 

空中写真 ・写真解像度を下げる 

レーザ計測データ ・人や車両をフィルタリングして除去する 

・点密度を粗くする 

テクスチャ画像 ・人や車のナンバーをマスキングする 

・写真解像度を下げる 

・パタンテクスチャに置き換える 

建築物 BIM ・共用部以外の屋内データを除去する 

個人やセキュリティ上重要

な場所を示すデータ 

・ポイントデータとせず、線・面等のデータに統計化して置き換える 

属性データ ・個人情報に該当する項目を除去する 

・個人情報に該当する項目を匿名化する 

 

対象データ データクレンジングの内容例 

空中写真 ・写真解像度を下げる 

レーザ計測データ ・人や車両をフィルタリングして除去する 

・点密度を粗くする 

テクスチャ画像 ・人や車のナンバーをマスキングする 

・写真解像度を下げる 

・パタンテクスチャに置き換える 

建築物 BIM ・共用部以外の屋内データを除去する 

個人やセキュリティ上重要

な場所を示すデータ 

・ポイントデータとせず、線・面等のデータに統計化して置き換える 

属性データ ・個人情報に該当する項目を除去する 

・個人情報に該当する項目を匿名化する 

・属性値の加工処理を行う 

例：トップ（ボトム）コーティング処理（属性値を大きい数値また

は小さい数値にまとめる）、ミクロアグリゲーション処理（属性値を

グループ化した代表値に置き換える） ほか 
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国際との互換性を確保したものとなっているとともに、ODC BY 又は ODbL での利用について

も、利用者が Open Data Commons による ODC BY 又は ODbL での利用を希望する場合に、それ

を妨げるものではないことが付記されている。 

 CC BY と ODbL の違いに着目すると、CC BY と ODbL の違いには、CC BY が、著作権に対す

るライセンスであるのに対し、ODbL は、データベース権に対するライセンスとなっている点であ

る。すなわち、ライセンスの対象範囲が異なる。著作権とデータベース権の違いについては、その

概要と事例を表 ６- 6 示す。 

 

表６－６ 著作権とデータベース権の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 

・情報処理推進機構 https://www.ipa.go.jp/files/000035470.pdf 

・国立研究開発法人科学技術振興機構

https://www.jstage.jst.go.jp/article/johokanri/56/3/56_140/_pdf/-char/ja 

 

項目 概要 例 

著作権 著作物に対する権利。創作

性のない事実情報を単純に

並べたものなどは対象外 

【該当する】 

 「日本の IT 業界に影響を与えた 100 人」というメタ

データのデータベースがあり，独自の視点で 100 人

を選んでいる場合 

 統計データをもとに，表形式やグラフに加工してその

意味するところをわかりやすく表現したもの 

 写真，ビデオ，音楽，文章など 

 

【該当しない】 

 歴代首相の名前など，メタデータを就任順やあいうえ

お順で並べたもの 

 発生順に蓄積された統計データ 

 事実情報としての数値データの単なる羅列 

データベース権 著作権でカバーされていな

い事実情報であっても、相

応のコストを掛けて収集し

たデータ集合に一定の権利

を認める 

【対象】 

データベース 

 



新旧対照表 

第６章 整備・更新・提供にかかるルール                                          （赤字は改正部分） 

~ 72 ~ 

 

現行 改定後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリエイティブコモンズのライセンスは、創作物に対するライセンスである。このため、従来の

GIS データのように、地物の表現等の描画方法に創作性が加味されたデータであれば、著作権によ

り保護することが可能である。例えば、「道路」や「建物」などの地物データに対して、どのよう

に色付けなどの表現を行うかなどの地図調整の部分を含めたデータであったため著作権による保護

の対象として扱うことができていた。しかし、デジタルツインや、オープンストリートマップなど

のように、「そこに建物がある」という事実をただデータにしたもの、すなわち「事実データ」に

ついては、クリエイティブコモンズの著作権の適用の対象ではないため、著作権の保護の対象とな

り得ない。ゆえに、例えば、デジタルツインは、まさに都市という事実をデジタル化し、モデル化

しただけであり、その作業そのものでは著作権は発生せず、著作性の情報が加味されないデータ

は、著作権という概念では保護することができないという課題が発生する。これに対し、データベ

ース権を用いることで、事実データを含む、著作性のないものに対して、知的財産権として保持す

ることが可能となる。 

また、クリエイティブコモンズの CC BY ライセンスでは、DRM（デジタルコンテンツの著作権

を管理するための技術）による管理をすることができないため、CC BY ライセンスのコンテンツ

を、民間事業者等が自ら所有するコンテンツと組み合わせて DRM を利用することができない点

や、CC BY ライセンスのコンテンツは、DRM によるプロテクションや暗号化をすることができな

い点についても、データベース権に対するライセンスとなっている ODbL を適用することで対応が

可能となる。 

したがって、創作性の加味されたデータに対する著作権としてのクリエイティブコモンズの「CC 

BY」ライセンスと、著作性のない事実データに対するデータベース権としてのオープンデータコモ

ンズの「ODbL」ライセンスのデュアルライセンス化が必要となる。 

これらの点を踏まえて、デュアルライセンスによるオープンデータに与える影響と、そのメリッ

ト・デメリットを表 ６- 7 に整理する。 

 

■デュアルライセンスによるオープンデータに与える影響 

 デュアルライセンスの実施の有無にかかわらず、オープンデータ化自体は可能であり、誰も

が利用でき、再利用・再配布可能かつ機械判読できるデータを無償で利用できることによ

り、様々な付加価値創出が期待。 

 一般的なオープンデータ化に伴うリスク（例：個人情報保護や他者への権利侵害など）は変

わらないが、法益・権利保護の法体系が比較的明確な CC BY ライセンスと比較すると提供者

にとっての予見可能性が限定的 
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■デュアルライセンス化することのメリット・デメリット 

表６－７ デュアルライセンス化することのメリット・デメリット 

 

D)オープンソースソフトウェア（OSS）への対応の考え方 

近年、3D デジタルマップにかかるオープンソースソフトウェア（OSS）も増えていく傾向にあ

り、Cesium 等の代表的な OSS については、公共・民間に限らず手軽に利用できるプラットフォー

ムとして認知されている。今後も、3D デジタルマップの活用する際に、オープンソースソフトウ

ェア（OSS）の活用を図る必要がある。 

 

関係者 メリット デメリット 

東京都（データ提供者）  デュアルライセンスにすること

で、オープンデータの利活用を促

進することができる 

 都がオープンデータ化したコンテ

ンツに対する、使用方法や著作等

の扱い関する問い合わせや、利用

許諾に対する事務手続き等の対応

の省力化が期待できる 

 日本では「データベース権」がな

いため、デュアルライセンスにす

ることによる権利保護等の影響が

どのようにおよぶのか不明 

（ODbL ライセンスにより生じる

リスクの有無、および、仮にリス

クがあった際の影響が判明してい

ない） 

データ利用者  民間事業者等は、安心して都がオ

ープンデータ化したコンテンツを

利用することができる 

 都に対する利用許諾等に関する事

務手続きが不要となる 

 デュアルライセンスにより、オー

プンデータの利用者は、用途に応

じてライセンスを選択する必要が

生じるため、どのライセンスに基

づくべきか判断に迷う可能性があ

る 
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現行 改定後 

都市の３Ｄデジタルマップの整備・運用に向け、今年度を含む 3 カ年のスケジュールを示す。 

表 ７－１ スケジュール（2020 年度～2022 年度） 

 
 

 

 

 

 

都市の３Ｄデジタルマップの整備・運用に向け、計画段階の 3 カ年、初期整備期間と 20 25 年度

以降の更新スケジュールを示す。 

表 ７－１ スケジュール（2020 年度～2030 年度） 
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3D デジタルマップの整備・運用は、現状の創成期である段階から、5G や自動運転、測位システ

ムの高度化などの今後の技術動向を踏まえ、いくつかのフェーズに区切りながら長期的に取組んで

いくことになる。 

3D デジタルマップが対象とするエリア、詳細度、更新頻度、官民の役割分担等を軸として考え

た場合、ひとつのフェーズから次のフェーズに移行するには、下記のような事象がトリガーとして

求められる。 

表 ８－１ ロードマップの想定ステージと各ステージ間の移行のトリガー例 

 
 

3D デジタルマップの整備・運用は、現状の創成期である段階から、5G や自動運転、測位システ

ムの高度化などの今後の技術動向を踏まえ、いくつかのフェーズに区切りながら長期的に取組んで

いくことになる。 

3D デジタルマップが対象とするエリア、詳細度、更新頻度、官民の役割分担等を軸として考え

た場合、ひとつのフェーズから次のフェーズに移行するには、下記のような事象がトリガーとして

求められる。 

表 ８－１ ロードマップの想定ステージと各ステージ間の移行のトリガー例 
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図 8-1  3D デジタルマップ整備・運用ロードマップのイメージ 

 

 

 

 

 

 
図 8-1  3D デジタルマップ整備・運用ロードマップのイメージ 
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改正後 現行 

（略） 

３． 本要件定義書の検討体制 

本要件定義書の策定にあたっては、都関係部局での検討だけでなく、令和 2 年 12 月 1

日「都市の 3D デジタルマップの実装に向けた産学官ワーキンググループ」を設置し、

東京都が整備すべき 3D デジタルマップの仕様について検討を行うとともに、民間活力

の活用など、より効率的かつ効果的な 3 次元データ収集スキームや管理体制、活用内容

など、導入・運用手法の構築を見据えた検討を行った。 

＜都市の３Ｄデジタルマップの実装に向けた産学官ワーキンググループ＞ 

1. 委員 

（座長）越塚 登  東京大学大学院情報学環教授 

田中 浩也 慶應義塾大学環境情報学部教授 

  古橋 大地 青山学院大学地球社会共生学部教授 

  森 亮二  英知法律事務所弁護士 

  岩本 敏男 一般社団法人情報サービス産業協会副会長 

  関本 義秀 一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会代表理事 

東京大学空間情報科学研究センター教授 

  犬飼 武  国土交通省都市局都市計画課企画専門官 

2. 幹事 

            東京都都市整備局都市づくり政策部長 

    東京都都市整備局先端技術調整担当部長 

東京都戦略政策情報推進本部戦略事業部 Society5.0 推進担当課長 

東京都戦略政策情報推進本部 ICT推進部デジタルシフト推進担当課長 

東京都都市整備局総務部調整担当課長 

東京都都市整備局都市基盤部交通企画課長 

3. オブザーバ  

    国土交通省大臣官房技術調査課 

4. 事務局 

    東京都都市整備局都市づくり政策部広域調整課 

 

（略） 

３． 本要件定義書の検討体制 

本要件定義書の策定にあたっては、都関係部局での検討だけでなく、令和 2 年 12 月 1 日「都市の

3D デジタルマップの実装に向けた産学官ワーキンググループ」を設置し、東京都が整備すべき 3D

デジタルマップの仕様について検討を行うとともに、民間活力の活用など、より効率的かつ効果的

な 3 次元データ収集スキームや管理体制、活用内容など、導入・運用手法の構築を見据えた検討を

行った。 

＜都市の３Ｄデジタルマップの実装に向けた産学官ワーキンググループ＞ 

2. 委員 

（座長）越塚 登  東京大学大学院情報学環教授 

田中 浩也 慶應義塾大学環境情報学部教授 

  古橋 大地 青山学院大学地球社会共生学部教授 

  森 亮二  英知法律事務所弁護士 

  岩本 敏男 株式会社ＮＴＴデータ相談役 

（元・一般社団法人情報サービス産業協会副会長） 

  関本 義秀 一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会代表理事 

東京大学空間情報科学研究センター教授 

  大島 英司 国土交通省都市局都市計画課企画専門官 

2. 幹事 

            東京都都市整備局都市づくり政策部長 

    東京都都市整備局先端技術調整担当部長 

東京都デジタルサービス局戦略部デジタルシフト推進課長 

東京都デジタルサービス局デジタルサービス推進部オープンデータ推進担当課長 

東京都都市整備局総務部調整担当課長 

東京都都市整備局都市基盤部交通企画課長 

3. オブザーバ  

    国土交通省大臣官房技術調査課 

4. 事務局 

    東京都都市整備局都市づくり政策部広域調整課 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 78 ~ 

 

現行 改定後 

（１）庁内用システム 

下記に、庁内用システムの機能分類ごとに要求機能一覧を示す。なお、各機能の要求レベルのは

3 段階で設定している。 

  

 ＜各機能の要求レベル（「レベル」欄の凡例）＞ 

◎・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上必須の機能 

    （例：ユーザ認証や印刷などの基本機能、3D デジタルマップの基本操作機能） 

〇・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上、あると望ましい機能 

    （例：基本機能の派生的な便利機能） 

  空欄・・・オプション機能 

      （例：高度な編集や解析機能） 

 

 

A) ユーザ管理 

 

（１）庁内用システム 

下記に、庁内用システムの機能分類ごとに要求機能一覧を示す。なお、各機能の要求レベルは、3

段階で設定している。 

  

 ＜各機能の要求レベル（「レベル」欄の凡例）＞ 

◎・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上必須の機能 

    （例：ユーザ認証や印刷などの基本機能、3D デジタルマップの基本操作機能） 

〇・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上、あると望ましい機能 

    （例：基本機能の派生的な便利機能） 

  空欄・・・オプション機能 

      （例：高度な編集や解析機能） 

 N/A・・・対象外 

 

A) ユーザ管理 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 79 ~ 

 

現行 改定後 

Ｂ）地図表示 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

B）地図表示 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 80 ~ 

 

現行 改定後 

C)地図表現 

 
 

 

 

 

 

 

C）地図表現 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 81 ~ 

 

現行 改定後 

D)索引図 

 
 

E)多画面表示 

 
 

F）その他地図表示 

 
 

 

 

 

D）索引図 

 
 

E)多画面表示 

 
F）その他地図表示 

 
 

 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 82 ~ 

 

現行 改定後 

G）属性管理 

 
H）検索 

 
 

 

G）属性管理 

 
H）検索 

 
 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 83 ~ 

 

現行 改定後 

I）属性データ処理 

 

 
 

J）印刷 

 
 

K）計測 

 

 
 

I）属性データ処理 

 

 
 

J）印刷 

 
K）計測 

 

 
 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 84 ~ 

 

現行 改定後 

 

L）作図・編集 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

L）作図・編集 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 85 ~ 

 

現行 改定後 

M）解析等 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

N）出力 

 

M）解析等 

 
N）出力 

 

機能分類 1 機能分類 2 説明 レベル 備考 

管理者 利用者 

Shape エク

スポート 

Shape エクスポ

ート 

Shape で、レイヤのデータをエクスポ

ートする機能。 
〇 〇 

 

DXF エク

スポート 

DXF エクスポー

ト 

DXF で、レイヤのデータをエクスポー

トする機能。 
〇 〇 

 

KML エク

スポート 

KML エクスポー

ト 

KML で、レイヤのデータをエクスポ

ートする機能。 
〇 〇 

 

座標エクス

ポート 

座標エクスポー

ト 

CSV で、ポイント図形の座標データを

エクスポートする機能。 
〇 〇 

 

CityGML

エクスポー

ト 

CityGML エクス

ポート 

CityGML で、レイヤのデータをエク

スポートする機能。 〇 〇 

 

OBJ エクス

ポート 

OBJ エクスポー

ト 

OBJ で、レイヤのデータをエクスポー

トする機能。 
〇 〇 

 

3DShape

エクスポー

ト 

3DShape エクス

ポート 

3DShape で、レイヤのデータをエクス

ポートする機能。 〇 〇 

 

DEM/DSM

エクスポー

ト 

DEM/DSM エク

スポート 

DEM/DSM で、レイヤのデータをエ

クスポートする機能。 〇 〇 

出力形式

は任意 

FBX エクス

ポート 

FBX エクスポー

ト 

FBX で、レイヤのデータをエクスポー

トする機能。 
〇 〇 

 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 86 ~ 

 

現行 改定後 

O）入力 

 
 

（２）公開用システム 

下記に、公開用システムの機能分類ごとに要求機能一覧を示す。なお、各機能の要求レベルのは

3 段階で設定している。 

  

 ＜各機能の要求レベル（「レベル」欄の凡例）＞ 

◎・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上必須の機能 

    （例：ユーザ認証や印刷などの基本機能、3D デジタルマップの基本操作機能） 

〇・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上、あると望ましい機能 

    （例：基本機能の派生的な便利機能） 

  空欄・・・オプション機能 

      （例：高度な編集や解析機能） 

 

 

 

 

O）入力 

 
 

（２）公開用システム 

下記に、公開用システムの機能分類ごとに要求機能一覧を示す。なお、各機能の要求レベルは、

3 段階で設定している。 

なお公開用システムは、デジタルサービス局におけるデジタルツイン基盤の整備方針に準ずる。 

 

 ＜各機能の要求レベル（「レベル」欄の凡例）＞ 

◎・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上必須の機能 

    （例：ユーザ認証や印刷などの基本機能、3D デジタルマップの基本操作機能） 

〇・・・行政向けシステムとして、また 3D デジタルマップの運用上、あると望ましい機能 

    （例：基本機能の派生的な便利機能） 

  空欄・・・オプション機能 

      （例：高度な編集や解析機能） 

 

 

A)地図表示 

機能分類 1 機能分類 2 説明 レベル 備考 

管理者 利用者 

Shape イン

ポート 

Shape インポー

ト 

ウィザード形式で Shape ファイルイン

ポートする機能。 
〇 〇 

 

DXF イン

ポート 

DXF インポート ウィザード形式で DXF ファイルイン

ポートする機能。 
〇 〇 

 

属性表イン

ポート 

属性表インポー

ト 

ウィザード形式で属性表をインポート

する機能。 
〇 〇 

 

座標インポ

ート 

座標インポート ウィザード形式で座標データの CSV

ファイルをインポートする機能。 
〇 〇 

 

CityGML

インポート 

CityGML インポ

ート 

ウィザード形式で CityGML ファイル

インポートする機能。 
〇 〇 

 

OBJ インポ

ート 

OBJ インポート ウィザード形式で OBJ ファイルイン

ポートする機能。 
〇 〇 

 

3DShape

インポート 

3DShape インポ

ート 

ウィザード形式で 3DShape ファイル

インポートする機能。 
〇 〇 

 

DEM/DSM

インポート 

DEM/DSM イン

ポート 

ウィザード形式で DEM/DSM ファイ

ルインポートする機能。 
〇 〇 

入力形式

は任意 

FBX インポ

ート 

FBX インポート ウィザード形式で FBX ファイルイン

ポートする機能。 
〇 〇 

 

 



新旧対照表 

付属資料２                                                        （赤字は改正部分） 

~ 87 ~ 

 

現行 改定後 

A) 地図表示 

  
 

 
 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 88 ~ 

 

現行 改定後 

（１） 庁内用システム 

B) 耐障害性 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 庁内用システム 

B) 耐障害性 

 

削除 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 89 ~ 

 

現行 改定後 

C) 災害対策 

 

 
 

B) 回復性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

C) 災害対策 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

D) 回復性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 90 ~ 

 

現行 改定後 

G) システム特性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E) システム特性 

 

項目 説明 指標 条件 

ユーザ数 システムを使用する利用者

(エンドユーザ)の人数。 

ユーザ数 特定ユーザのみ 

クライアント

数 

システムで使用され、管理し

なければいけないクライアン

トの数。 

クライアント数 特定クライアントのみ 

拠点数 システムが稼働する拠点の

数。 

拠点数 単一拠点 

地域的広がり システムが稼働する地域的な

広がり。 

地域的広がり 拠点内 

特定製品指定 ユーザの指定によるオープン

ソース製品や第三者製品

(ISV/IHV)などの採用の有無

を確認する項目。採用により

サポート難易度への影響があ

るかの視点で確認を行う。 

特定製品の採用有無 特定製品の指定がない 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 91 ~ 

 

現行 改定後 

（２） 公開用システム 

 

下記に、公開用システムに対する非機能要件一覧を示す。 
 

（２） 公開用システム 

 

下記に、公開用システムに対する非機能要件一覧を示す。なお公開用システムは、デジタルサービ

ス局におけるデジタルツイン基盤の整備方針に準ずる。 

A) 継続性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

A) 継続性 

 
 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 92 ~ 

 

現行 改定後 

B) 災害対策 

 

  

 
 

C) 回復性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

B) 災害対策 

 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

B) 回復性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 93 ~ 

 

現行 改定後 

D) 業務処理量 

 
 

 

E) 性能目標値 

 
 

 

 

 

 

C) 業務処理量 

 
 

D) 性能目標値 

 
 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 94 ~ 

 

現行 改定後 

F) リソース拡張性 

 
 

G) 性能品質保証 

 
 

 

 

 

 

 

 

E) リソース拡張性 

 
 

 

 

 

 

G) 性能品質保証 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 95 ~ 

 

現行 改定後 

H) システム特性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

F) システム特性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 96 ~ 

 

現行 改定後 

I) 機材設置環境条件 

 
 

 

 

 

 

 

G) 機材設置環境条件 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新旧対照表 

付属資料 3                                                         （赤字は改正部分） 

~ 97 ~ 

 

現行 改定後 

J) 環境マネージメント 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

J) 環境マネージメント 

 

削除 

 



新旧対照表 

付属資料４                                                        （赤字は改正部分） 

~ 98 ~ 

 

現行 改定後 

 

（追加） 

 

 

付属資料 4 関係機関との手続き 

 道路上で交通の妨害となる測量を行う場合は、道路使用許可申請書の提出を行う。MMS などの

移動測量機器の申請は不要であるが、同一箇所にて測量を行い申請対象かわからない場合、人流が

多い地区では、管轄する警察署に問い合わせを行い、判断を仰ぐのが望ましい。 

 測量対象の道路、通路等の管理者を特定し、事業の目的、作業概要、作業期間、作業範囲、安全

管理、緊急連絡先等を記載した作業計画書をもとに測量概要について説明を行う。管理者から測量

の許可を得たら、その他に管理者がいないか確認する。商店街などは道路管理者の他に商店街の組

合などに連絡することもあるため留意が必要である。 

 占用（利用）申請、立入申請などの提出など、測量前の提出書類の確認を管理者とおこなってお

く。測量開始時、測量終了時には関係者にその旨、連絡を行う。 

 

 
図 測量前の関係者との手続き 

 

申請者
東京都
都市整備局

警察署
国・区市町村
民間（管理者）

道路使用許可申請
提出対象の有無

計測の目的
作業計画の説明

作業計画書・
作業範囲図の確認

立入届（着手届）

道路使用許可申請
書提出対象の有無

事前確認

※申請が必要な場合

事前審査
・測量許可
・作業計画の確認

現地調査

確 認

回 答

作業計画書（案）
作業範囲図（案）

報 告

提 出

修正指示

道路使用許可申請書
作業計画書（最終）
作業範囲図（最終）

結果連絡
作業計画の修正

申 請

道路使用許可

占用（利用）許可

測量開始 測量開始報告

測量終了
測量終了報告

測量終了報告

説 明

※申請があった場合

申 請

許可

提 出

許可

占用（利用）許可申
請書

作業計画書（最終）
作業範囲図（最終）


